
【議案第83号】

令和2年度　一般会計決算附属資料

健康長寿福祉部　主要な施策の成果
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○「墓地、埋葬等に関する法律」に基づくもの

　・遺骨保管謝金

　・消耗品費（棺、骨箱等）

　・死体検案書作成手数料

　・遺体処置料

　・遺体搬送料

　・火葬料

　行旅病人及行旅死亡人取扱法及び墓地、埋葬等に関する法律に基づき、
事務を適正に執行できた。

府負 105千円細
事

01

支え合い、助け合う地域福祉の推進18

18〔 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

行旅死亡人等取扱事務
26千円諸収入

予
算
科
目

目 01 社会福祉総務費

行旅死亡人取扱費負担金

生活福祉課課

行旅死亡人等遺留金

不用額 執行率
部

主
な
財
源

健康長寿福祉部

86千円

60.3 %

217千円

(参考)当初予算額

社会福祉費

03 民生費

事

本年度決算額 最終予算額

15千円

12千円

　京丹後市民であって、葬祭、埋葬をする者がいないとき又は判明しないとき
は、墓地、埋葬等に関する法律により、死亡地の市町村長が、これを行わなけ
ればならない。
　該当者（1体）について、葬祭、火葬を行った。

款

項

131千円

10千円

44千円

33千円

17千円

総合計画
基本計画

目
　
的

　市内において、旅行中に死亡し引取者のいない方や市民であって
死亡し引取者のない方に対し、縁故者に代わって援助措置を行う。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

131千円 217千円

02 行旅死亡人等取扱事務

01
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○くらしの資金貸付金

≪貸付実績≫

○貸付金管理台帳システム委託料（保守、更新業務）

○需用費（消耗品費、印刷製本費）

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○一時的に生活が不安定な低所得者世帯に対し、緊急的な貸付支援を行う
ことで、世帯の自立更生及び生活意欲の助長促進を図ることができた。
○収入や一時的な困窮などの対象要件に合致しない相談者に対して、他の
支援につないだ。

300千円

　貸付を希望する一時的に生活が不安定な低所得者世帯に対し、面談に
よる状況聴取を行い、申請を受け付けて貸付審査会の審査を経て資金の
貸付を行った。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

申請件数 11件 14件 8件 2件 3件

514千円

52千円

274千円

貸付金額 800千円 1,000千円 890千円 45千円 300千円

貸付件数

　一時的に生活が不安定な低所得者世帯に対し、くらしのための緊
急に必要とする資金の貸付を行い、自立更生及び生活意欲の促進を
図る。

8件 10件 7件 1件 3件

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

事 03 くらしの資金貸付事業 1,567千円

細
事

01 くらしの資金貸付事業

主
な
財
源

諸収入

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

目
　
的

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

866千円 867千円 1千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

くらしの資金貸付金元金収入

99.8 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
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○単位民生児童委員協議会活動費補助金 ○研修会等経費

・旅費、有料道路通行料

・バス運転委託料

・消耗品費、燃料費

・会場借上料

※委員の任期：令和元年12月1日～令和4年11月30日

単位民生児童委員協議会の研修会等実施回数

1

峰山町 大宮町 網野町 丹後町

21,776千円

41人

31人

45人

26人

19人

38人

200人

丹後町

弥栄町

久美浜町

合計

4,439千円

3,382千円

4,859千円

2,857千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○民生児童委員活動に補助金を交付し、活動を支援した。
○コロナ禍での活動となり、全員研修会や視察ができず、単位民生児童委
員協議会を中心とした活動となったが、単位民生児童委員協議会の研修へ
の支援ができた。
○複雑なケースが増加する中、民生児童委員に求められる知識は非常に幅
広く負担が大きくなっているため、負担軽減についての検討を継続する。

21,776千円

峰山町

大宮町

網野町

137千円

7千円

26千円

85千円

19千円

弥栄町 久美浜町町域

2,123千円

4,116千円

3回数 2 4 1 2

委員数 補助金額

12,040千円

府補 民生児童委員協議会会長活動費補助金 72千円

　民生児童委員活動を支援するとともに、活動に対して補助金を交
付し、民生児童委員活動の充実を図る。

1,018千円

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

事 05 民生委員･児童委員活動事業 22,170千円

細
事

01 民生児童委員活動事業

主
な
財
源

府補

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 府補 民生児童委員協議会地域福祉活動促進費補助金

目
　
的

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

21,913千円 22,036千円 123千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

民生委員･児童委員活動費補助金

99.4 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
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○京丹後市戦没者追悼式（参列者数：225人） ○戦没者等の遺族に対する特別弔慰金受付事務経費

開催日：令和2年11月11日（水） ・需用費（消耗品費）

場　所：京都府丹後文化会館 ・役務費（郵送料）

・需用費（祭壇、送迎バス燃料費ほか）

・役務費（クリーニング代ほか）

・委託料（送迎用マイクロバス運転委託料）

・使用料及び賃借料（送迎バス借上料、会場借上料）

※新型コロナウイルス感染防止対策を講じた上で実施

○京都府戦没者追悼式（参列者数：12人）

開催日：令和2年10月13日（火）

場　所：国立京都国際会館（京都市）

・旅費（随行職員旅費）

※新型コロナウイルス感染防止対策のため規模を縮小し実施

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

760千円 816千円 56千円

最終予算額

援護事務交付金（10/10）

93.1 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
事 06 援護事業 816千円

細
事

01 戦没者追悼事業

主
な
財
源

府補 171千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○戦没者を追悼し、遺族を慰謝激励するとともに、世界の恒久平和を願う
ことができた。
○戦後75年以上が経過し、いかに戦争の記憶を風化させず、平和の尊さを
語り継いでいくのかが、大きな課題となっている。
○戦没者遺族の高齢化に伴い、戦没者追悼式の参列者が減少していること
から、京丹後市戦没者追悼式の開催内容等について、検討する必要があ
る。

184千円

57千円

27千円

目
　
的

　戦没者を追悼し、遺族を慰謝激励するとともに、平和を祈念す
る。

584千円

316千円

2千円

2千円

174千円

125千円

49千円
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○社会福祉協議会運営費補助金

　※社会福祉協議会の補助対象職員：17人

生活福祉課

目
　
的

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

71,264千円 71,264千円 0千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

100.0 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

19人 67,500千円

H30 19人 67,500千円

事 08 社会福祉協議会活動助成事業 71,264千円

細
事

01 社会福祉協議会運営費補助金

主
な
財
源

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　社会福祉協議会本所及び6支所の事務員人件費の補助を行うことで、
協議会の円滑な運営に寄与するとともに、地域福祉活動の充実を図るこ
とができた。

71,264千円

補助対象職員数 補助金

H27

66,840千円

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

　京丹後市社会福祉協議会事務職員の人件費の補助を行うことで、
円滑な協議会運営を支援し、社会福祉活動の充実を図る。

18人 70,050千円

H28 17人 67,500千円

　社会福祉協議会は、社会福祉法第109条に規定された「地域福祉の
推進」を目的とする社会福祉法人。市が策定した「地域福祉計画」と
密接な関連を持ち、福祉関係機関や団体、地域住民等と連携しながら
積極的に取組を進めている。

R元 19人

R2 17人 71,264千円

H29
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○災害見舞金（火災によるもの）：　4件

○災害弔慰金（住家全焼による世帯主死亡）1件

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

460千円 460千円 0千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

100.0 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
事 09 災害見舞金等事業 400千円

細
事

01 災害見舞金等事業

主
な
財
源

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

目
　
的

　被災された市民に対し見舞金・弔慰金を支給し、被災者の生活を
支援する。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○京丹後市災害見舞金等支給要綱の規定に基づき、災害見舞金を支給する
ことで、被災者の生活を支援することができた。
○令和3年2月に発生した建物火災により死亡された方のご家族に対し、迅
速に災害弔慰金を支給した。

京丹後市災害見舞金等支給要綱の規定に基づき、被災された市民
の方に対し、災害見舞金・弔慰金を支給した。

全　焼 部分焼

件数

160千円

300千円

非 住 家 0件 0千円 0件 0千円

見舞金 件数 見舞金

住 家 2件 100千円 2件 60千円
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○地域再建被災者住宅等支援補助金

床上浸水　1件

＜補助対象経費＞

・住宅再建関連経費：被災住宅の清掃費、家具、家電製品購入費等

○地域再建被災者住宅等利子補給補助金　1件

地域再建被災者住宅等支援補助金（2/3）

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

0千円

100.0 %項 01 社会福祉費

85千円 85千円目 01 社会福祉総務費

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

(参考)当初予算額
生活福祉課

事 09 災害見舞金等事業 1,020千円
課

33千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

細
事

02 地域再建被災者住宅等支援事業

主
な
財
源

府補

予
算
科
目

目
　
的

　平成29年台風18号災害で住宅等に被害を受けた市民が行う被災
住宅の再建等に対し補助金を交付することにより、被災住宅の復旧
を図る。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　平成29年台風18号災害で床上浸水の被害を受けた住宅を再建するため
に補助金を交付し、被災住宅の復旧を支援することができた。

　平成29年台風18号で被災した大規模災害に係る地域再建被災者住宅等支援
事業補助金交付要綱に基づき、住宅補修及び再建に関連する経費に対し補助金
を交付した。

50千円

35千円
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◆諮問内容：第8期京丹後市高齢者保健福祉計画の策定について

　　　　　　第6期京丹後市障害福祉計画の策定について

審議会委員：14人

委員任期　：令和2年5月26日から令和3年5月25日

審議会開催：2回

部会開催　：高齢者福祉部会4回

　　　　　　障害者福祉部会4回

○委員報酬（4千円×支払対象延べ49人）

○費用弁償

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

47千円

82.3 %項 01 社会福祉費

219千円 266千円目 01 社会福祉総務費

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

(参考)当初予算額
生活福祉課

事 10 健康と福祉のまちづくり審議会事業 498千円
課

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

細
事

01 健康と福祉のまちづくり審議会事業

主
な
財
源

予
算
科
目

目
　
的

　審議会で市長の諮問に応じた各福祉分野の調査、研究及び審議等
を行い、市民の健康づくりと福祉の増進を図る。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　審議会等を開催し、第8期京丹後市高齢者保健福祉計画及び第6期京丹後
市障害福祉計画の計画策定について意見を聴取することができた。

196千円

23千円
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○センター維持管理経費 【参考】

・消耗品費（清掃・衛生消耗品、蛍光管、玄関マットほか） 峰山総合福祉センター利用実績

・燃料費（冷暖房用灯油代）

・光熱水費（電気、上下水道）

・修繕料（空調修繕、コミュニティホール照明修繕ほか）

・通信運搬費（FAX通信料、火災通報用回線通信料）

・手数料（貯水槽法定検査、地下タンク検査）

・火災保険料

・日直代行業務委託料（時間外、休日・祝日等貸館対応） ※利用件数及び利用人数は、利用申請書により計上。

・施設清掃委託料（センター内清掃・福祉団体へ委託）

・設備維持管理及び保守点検業務委託料

　（自家用電気工作物保安管理、消防設備、エレベーター保守ほか）

・土地借上料（公用車駐車場）

・清掃用具借上料

・峰山総合福祉センター改修工事設計委託料

・施設使用料返還金（新型コロナ関連）

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

13,642千円 13,729千円 87千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ使用料

99.3 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課

利用件数 利用人数

コミュニティホール 175件 10,762人

事 11 峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ管理事業 11,708千円

細
事

01 峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ管理事業

主
な
財
源

使用料 158千円

使用料 公有財産使用料 40千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 諸収入 職員労働組合事務所水道使用料負担金 9千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○適正な施設管理により福祉事務所の機能維持を図るとともに、コロナ禍
の中で、利用中止期間もあり、利用実績は大きく減ったが、総合福祉セン
ターとして市民や各種団体に幅広く利用してもらい、市民の健康づくりと
福祉の充実を図ることができた。
○施設の老朽化が進んでおり、今後も安全・快適に施設を使用するため、
屋根、壁面改修工事の設計を行った。

2,100千円

目
　
的

　福祉事務所としての峰山総合福祉センターの維持管理のほか、市
民や各種団体に会議・イベント等で幅広く活用していただけるよう
設備機能を維持管理する。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕 市債 峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ整備事業債（合併特例債）

13,642千円

101千円

1,325千円

4,337千円

研修室 50件 413人

2,285千円

19千円

和室1 28件 117人

和室2 10件 58人

20千円

437千円

2,258千円

350千円

106千円

116千円

38千円

1,179千円

合計 263件 11,350人

1,071千円
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避難行動要支援者登録台帳の管理・定期更新を行った。 【台帳共有先】

○消耗品費（ファイル、ラベルシール、コピー用紙） ・自治会

○通信運搬費（郵送料） ・民生児童委員

○災害時要配慮者支援台帳システム保守料 ・市の関係部署

長寿福祉課、障害者福祉課、健康推進課、総務課、各市民局、消防本部

・京丹後警察署

【避難行動要支援者登録台帳】 ・京丹後市社会福祉協議会

・避難支援者

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

8千円

97.4 %

03 民生費 本年度決算額 最終予算額

01 社会福祉費

304千円 312千円

災害時要配慮者支援事業 312千円
課

目 01 社会福祉総務費

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

細
事

01 災害時要配慮者支援事業

主
な
財
源

予
算
科
目

(参考)当初予算額
生活福祉課

事 13

款

項

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　区長、民生児童委員の協力のもと、要支援者台帳を定期更新することに
より、災害時における要支援者の避難誘導等の体制を整えるとともに、地
域住民の意識向上を図ることができた。

28千円

144千円

132千円

　災害が発生する可能性がある時又は発生した場合、自力では避難が困難な在
宅の高齢者や障害者の方などを、地域の方々や消防署などが協力し、助け合い
ながらスムーズな避難行動を行うことを目的として、避難行動要支援者登録台
帳を整備している。
　この台帳は、毎年3月1日を基準日として、区長、民生児童委員の協力によ
り見直しを行っている。
　※要支援者台帳登録者数：1,547人（令和3年3月31日現在）

目
　
的

　災害時の避難支援プランに基づき、避難行動要支援者台帳の継続
的な管理を行うため、関係機関との情報共有を図り、災害に備えた
地域の協力体制づくりを推進する。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕
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○報償費（講演会講師謝礼）

○需用費（消耗品費）

○役務費（返信ハガキ・クリーニング代）

【概要】

共　　催：京丹後市社会福祉協議会

開催日時：令和2年11月21日（土）

開催場所：京丹後市峰山総合福祉センター　2階　コミュニティホール

内　　容：第1部　表彰式典

京丹後市功績者表彰　14人

京丹後市社会福祉協議会社会福祉事業特別功労者表彰　85人・16団体

京丹後市社会福祉協議会社会福祉事業協力者感謝状贈呈　6団体

　　　　　第2部　記念講演

演題　大往生のための十箇条

講師　長野県松本市浅間温泉　神宮寺　住職　高橋卓志　氏

参加人数：110人

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

10千円

89.1 %項 01 社会福祉費

82千円 92千円目 01 社会福祉総務費

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

(参考)当初予算額
生活福祉課

事 16 京丹後市社会福祉大会開催事業 0千円
課

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

細
事

01 京丹後市社会福祉大会開催事業

主
な
財
源

予
算
科
目

目
　
的

　福祉関係者が一堂に会し、社会福祉大会を開催することで、地域
福祉の発展と市民一人ひとりが地域で安心して暮らせる福祉社会の
形成を図る。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　市民、社会福祉協議会、社会福祉施設関係者、民生児童委員、ボラン
ティア及び行政等の福祉関係者が一堂に会し、それぞれの役割を再認識す
るとともに、相互の連携を深めることができた。

50千円

14千円

18千円
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○需用費

・消耗品費

・印刷製本費

○役務費（アンケート送付・返信郵送料）

【アンケート概要】

実施時期：令和3年1月～2月

対象者　：2,000人（令和3年1月1日現在　20歳以上）

調査方法：アンケート調査票を郵送で配布（全40問）

　　　　　郵送またはPC、スマートフォンによる回答

調査結果：回答数　1,040／2,000　回答率　52%

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

33千円

92.6 %項 01 社会福祉費

417千円 450千円目 01 社会福祉総務費

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

(参考)当初予算額
生活福祉課

事 17 地域福祉計画策定事業 0千円
課

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

細
事

01 地域福祉計画策定事業

主
な
財
源

予
算
科
目

目
　
的

　第4次京丹後市地域福祉計画（令和4年度から令和8年度までの計
画）の策定に向け、市民2,000人に対しアンケートを実施し、地域
の現状と課題を把握する。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

16千円

49千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

65千円

成
果
・
課
題

○無作為抽出によるアンケート調査で、市民の方々に幅広く意見を聞くこ
とができ、今後の計画策定の貴重な資料となった。
○アンケート調査の結果を踏まえ、地域の現状と課題が反映された地域福
祉計画の策定に取り組む必要がある。

352千円
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≪支援実績≫

○自立相談支援員（会計年度任用職員）の任用

・報酬（3人）

・期末手当（3人）

・社会保険料、雇用保険料

・費用弁償（通勤費）

○その他相談支援等経費

・研修等旅費（自立相談支援員、事務職員）

・光熱水費

・印刷、折込料

・通信運搬費（電話代、光回線使用料等）

・相談支援等公用車経費（ﾘｰｽ、保険料、修繕費、燃料費等）

・コピー機借上料

・ソフトウェア使用料

・消耗品費（事務用品、コピーチャージ料）

・備品購入費（Web相談用PC1台）

・その他支援センター維持管理等経費

○過年度国庫支出金返還金（生活困窮者自立支援負担金）

15人
（104人）

R元
168人

73人 77件 17人
（105人）

9千円

H30
186人

56人 80件

476千円

305人
54人 164件

77千円

510千円

492千円

（160人）

62千円

277千円

104千円

成
果
・
課
題

○伴走型支援による面談から各種制度へのつなぎや、就労へのステップ段
階で庁内や関係機関及び地域事業所との連携した支援により、就労者の増
加につなげることができた。
○コロナ禍の影響による収入減少者に対して、社会福祉協議会の生活福祉
資金貸付と連携することで生活の維持を支援することができた。(対象数90
件)
○コロナ禍の中、相談の窓口を広げるため、Web（オンライン）によるビ
デオ相談とLINEによるチャット相談を開始した。

6,751千円

945千円

1,208千円

161千円

2,185千円

113千円

就労者数
（うち市民相談） 引き継ぎ数 作成数

H29
158人

43人 67件 10人
（79人）

R2 21人

プラン

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

9,065千円

205千円

目
　
的

　多様な問題を抱える生活困窮者に対して、自立相談支援員による
伴走型の支援等によって自立の促進を図るとともに、生活困窮者支
援を通じた地域内外のネットワークの構築により、支え合い、助け
合う地域づくりを推進する。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕 諸収入 寄り添い支援総合ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ光熱水費負担金

65千円

702千円

年度
新規相談者数 前年度から

30千円

国負 生活困窮者自立支援負担金（3/4） 8,185千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 国補 生活困窮者自立支援補助金（2/3） 93千円

事 18 くらしとしごと寄り添い支援事業 11,811千円

細
事

01 自立相談支援事業

主
な
財
源

使用料

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

11,952千円 12,314千円 362千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

公有財産使用料

97.0 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課

- 14 -



○緊急一時生活支援事業 ○離職者住宅支援給付事業補助金（家賃給付）

≪支援実績≫ ≪支援実績≫

15人 42か月

平成28年度 1人 3か月

平成29年度 0人 ―

―

令和元年度

令和2年度 3人 46日

1,491千円

年度 利用人数 利用月数

平成30年度 0人 ―

令和元年度 1人 54日

平成28年度 1人 42日

平成29年度 2人 24日

年度 利用人数

1人 1か月

令和2年度

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

319千円

目
　
的

　離職等で経済的に困窮し、住宅喪失又は喪失のおそれのある方に
住居費を支給する。また、住居を喪失している方には、緊急一時的
に宿泊場所を提供し、再就労に向けた支援を行う。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

利用日数

成
果
・
課
題

○離職等で住居を失った方に緊急一時的な生活拠点を提供することで、生
活困窮者の自立を支援することができた。
○緊急宿泊施設を1か所増やしたことでスムーズに対応することができた。
○住宅支援給付補助金について、収入減少者も対象に加え、コロナ禍の影
響等で住居を失う怖れのあった方に家賃相当額を給付することで住居が確
保できた。

平成30年度 0人

1,119千円

国補 生活困窮者自立支援補助金（2/3） 212千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

事 18 くらしとしごと寄り添い支援事業 817千円

細
事

02 離職者等支援事業

主
な
財
源

国負

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

1,810千円 1,823千円 13千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

生活困窮者自立支援負担金（3/4）

99.2 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
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○自立相談支援員（会計年度任用職員）の任用 ○その他事業運営経費

・報酬（就労準備支援、2人） ・職員旅費

・期末手当（就労準備支援、2人） ・相談支援等公用車経費（保険料、燃料費）

・社会保険料、雇用保険料 ・消耗品費

・費用弁償（通勤費） ・燃料費、光熱水費

＜居場所づくり事業＞ ・施設維持管理費（火災保険料、保守委託料等）

：4人、延べ利用者数：697人（月平均58人） ・備品購入費（Web相談用PC1台）

居場所セミナー開催実績6回（延べ56人参加）

○過年度国庫支出金返還金（生活困窮者自立支援補助金）

○就労準備支援事業委託料

・通所型訓練による就労準備支援事業

：企業組合労協センター事業団

：14人（生活困窮13人、生活保護1人）

 延べ利用者数：542人（月平均45人）

・短期訓練による就労準備支援事業

：（一社）京都自立就労サポートセンター

体験型就職セミナー（清掃作業）

利用者数

40,740円×4人（生活困窮4人）

768千円

4千円

73千円

72千円

429千円

成
果
・
課
題

○通所型居場所・訓練事業について、コロナ禍で時間短縮や感染症対策を
施しながら開設することで、利用者のニーズにこたえることができた。
○居場所利用から訓練利用へのステップアップが困難な方への対応として
自前のセミナーを開催し、ステップアップにつながった。
○5人が訓練を終了し、うち2人は就労に、3人については他事業（福祉就
労、介護サービス制度）への移行につなげることができた。

6,121千円

4,527千円

630千円

805千円

159千円

13,663千円

13,500千円

85千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

目
　
的

　直ちに一般就労することが困難な方に対して、生活基礎能力の習
得や就職活動に向けた技術、知識の取得、個々の適性の見極め等を
計画的かつ一貫して支援する。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

105千円

1,391千円

委 託 先

利用者数

163千円

委 託 先

13,710千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

事 18 くらしとしごと寄り添い支援事業 20,787千円

細
事

03 就労準備支援事業

主
な
財
源

国補

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

21,943千円 22,312千円 369千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

生活困窮者自立支援補助金（2/3、3/4）

98.3 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
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○学習支援員（会計年度任用職員）の任用

・報酬（1人）

・社会保険（雇用保険）

・費用弁償（通勤費）

・ソフトウェア使用料（支援用パソコン）

《支援実績》

平成29年度 7世帯 6人 6人 236回

令和2年度 1世帯 0人 1人 12回

平成30年度 6世帯 5人 6人 172回

令和元年度 5世帯 5人 4人 169回

4千円

9千円

年度 対象世帯数 対象小学生 対象中学生 延べ訪問回数

平成28年度 7世帯 6人 7人 171回

成
果
・
課
題

○中学3年生への学習支援により、志望する高等学校の合格に寄与した。
○学習支援と併せて養育支援を進めるための体制を強化する必要がある。
○高等学校と連携して、就学から就労への支援の繋ぎを図る必要がある。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

目
　
的

　生活保護受給世帯の子どもを中心に貧困の連鎖を防止するため、
学習支援員が対象世帯を訪問し、子どもの学習支援と併せて家庭で
の学習環境などを整える。

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

56千円

28千円

15千円

27千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

事 18 くらしとしごと寄り添い支援事業 2,889千円

細
事

04 子どもの学習支援事業

主
な
財
源

国補

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

56千円 78千円 22千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

生活困窮者自立支援補助金（1/2）

71.7 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
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○介護福祉士養成奨学金貸与事業

貸与者：2人

貸与期間：令和2年4月～令和3年3月

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　将来、本市において、介護福祉士として介護等事業所への就業促進を図
るため、本事業の周知・広報活動を強化し、制度利用者を増やす必要があ
る。

　将来、市内の福祉施設等に介護福祉士として勤務する意思を有する者に対
し、奨学金を貸与した。

1,200千円

目
　
的

　本市域の福祉施設において、介護福祉士として従事しようとする
意思を有する者に対して、奨学金を貸与することにより、介護福祉
士の養成及び市内介護事業所への就職を促進し、福祉体制の充実を
図る。

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

細
事

01 介護福祉士養成奨学金貸与事業

主
な
財
源

予
算
科
目

(参考)当初予算額
長寿福祉課

事 19 介護福祉士養成奨学金貸与事業 1,800千円
課

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

項 01 社会福祉費

1,200千円 1,200千円目 01 社会福祉総務費

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

0千円

100.0 %
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○権利擁護支援体制あり方検討委員会開催経費

・委員謝金（委員7人、開催3回、延べ20人）

・委員費用弁償

・消耗品費（事務用品）

・郵便代

○後見受任体制づくりに向けた打合せ・研修準備

・消耗品費（事務用品）

　地域における成年後見制度を始めとした権利擁護支援体制の整備を推進して
いくため、地域連携ネットワークの構築、成年後見サポートセンターの立ち上
げ、権利擁護支援を担う人材育成、計画の策定等に向けた専門職等との検討等
を行った。

173千円

7千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○権利擁護支援体制あり方検討委員会での検討を通じ、京丹後市成年後見
制度利用促進基本計画の策定を行うとともに、成年後見サポートセンター
の開設に向けた協議を行うことができた。
○成年後見制度が必要となる人が増える中、近隣市町とも連携しながら、
制度の普及啓発とともに、地域での見守りや担い手の仕組みづくりを進め
る必要がある。

110千円

47千円

7千円

10千円

6千円

目
　
的

　成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、判断能力が十
分でない高齢者、知的障害者及び精神障害者等が成年後見制度を円
滑に利用できるよう体制づくりを行い、身近な住み慣れた地域で安
心できる「ささえあい」による権利擁護の推進を図る。

2千円

国補 成年後見制度利用促進体制整備推進事業補助金（1/2） 86千円

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 府補 障害者地域生活支援事業費補助金（1/4） 1千円

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

事 21 成年後見制度利用推進事業 440千円

細
事

01 権利擁護支援体制整備推進事業

主
な
財
源

国補

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

180千円 440千円 260千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

障害者地域生活支援事業費補助金（1/2）

40.9 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

長寿福祉課
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○福祉事務所共通物品購入経費（事務用品、封筒等）

○福祉事務所公用車管理経費

・修繕料（公用車車検、定期点検、修理費等）

・燃料費

・役務費（自動車登録、自賠責保険料等）

・公課費（自動車重量税）

○社会福祉主事資格認定取得経費（2人）

○職員旅費、有料道路通行料等

○母子家庭奨学金申請書に関する通知書郵送料

○近畿ブロック都市福祉事務所長連絡協議会負担金

○ごみ持込処理手数料

○社会福祉団体事業補助金

・母子寡婦福祉会活動補助金

・障害者団体活動補助金

健康長寿福祉部

社会福祉総務一般経費 9,694千円

細
事

01 社会福祉総務一般経費

事 50

410千円

〕

目
　
的

　福祉事務所の円滑な運営を行うための事務経費のほか、ひとり親
家庭等の自立や障害者の社会参加を促進するため、社会福祉団体に
補助金を交付し、福祉の向上を図る。

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

94.5 %

目 01 社会福祉総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課

項 01 社会福祉費

7,112千円 7,522千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○福祉事務所の運営を円滑に実施することができた。
○社会福祉団体へ補助金の交付を行うことにより、ひとり親家庭等の自立
や障害者の社会参加の促進に寄与することができた。

3,749千円

2,741千円

1,072千円

1,107千円

513千円

345千円

228千円

117千円

49千円

140千円

4千円

59千円

8千円

66千円

主
な
財
源

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進
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生活指導、職業訓練の場である共同作業所等の通所に必要な交通費を助成した。

○共同作業所等通所費助成金

助成対象：施設通所のために利用する公共交通機関の運賃

延べ人数：684人（13事業所）主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

3,119千円

【参考】通所施設

目
　
的

　共同作業所等に通所している利用者の通所に係る交通費を助成
し、障害者及びその保護者の経済的負担を軽減することで、社会参
加と自立の促進を図る。

〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕

成
果
・
課
題

　障害者とその保護者の経済的負担を軽減することで、障害者の職業訓練
と社会参加、自立の促進を支援することができた。

法人名

1,500千円

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進

事 01 通所費助成事業 3,259千円

細
事

01 通所費助成事業

主
な
財
源

府補

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

3,119千円 3,120千円 1千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

きょうと地域連携交付金（共同作業所等通所費助成事業）

99.9 %

目 02 障害者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

障害者福祉課

事業所名 延べ人数

みらい

つなぐ

47人

29人
社会福祉法人　あみの福祉会

社会福祉法人　久美の浜福祉会

特定非営利活動法人　みらい

特定非営利活動法人　つなぐ

だるまハウス

四つ葉ハウス

つばさ

あおぞら

23人

12人

26人

60人

法人名 事業所名 延べ人数

社会福祉法人　よさのうみ福祉会

峰山共同作業所

みねやま作業所

ゆうゆう作業所

すまいる

リフレかやの里

障害児（者）多機能型
生活支援センターろむ

252人

68人

125人

11人

8人

1人

22人ワークセンター花音
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　在宅重度障害児者への経済的支援策として、国制度である障害児福祉手当

及び特別障害者手当を支給した。

○障害児福祉手当

手当月額：14,790円（令和2年3月分まで）

　　　　　14,880円（令和2年4月から）

支給人数：延べ382人（月平均32人）

○特別障害者手当

手当月額：27,200円（令和2年3月分まで）

　　　　　27,350円（令和2年4月から）

支給人数：延べ882人（月平均73人）

※支給対象月：令和2年2月～令和3年1月（年4回支給）

　ただし、資格喪失児者に対しては随時支給

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

5,678千円

24,100千円

成
果
・
課
題

　手当の支給により、在宅重度障害児者の経済的負担の軽減を図ることが
できた。

目
　
的

　常時介護が必要な在宅障害児者への手当支給により経済的支援を
行い、障害者福祉の向上を図る。

〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕

22,188千円

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進

細
事

01 障害者等手当支給事業

主
な
財
源

国負

予
算
科
目

(参考)当初予算額
障害者福祉課

事 02 障害者等手当支給事業 28,153千円
課

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

項 01 社会福祉費

29,778千円 29,779千円目 02 障害者福祉費

特別障害者手当等給付費負担金（3/4）

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

1千円

99.9 %
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じん臓機能障害者に対して、通院に必要な交通費の一部を助成した。

○じん臓機能障害者通院交通費助成金

（単位：人、千円）

久美浜町

実人数 2 4 6 4 1 13 30

助成額 19 150 209 121 38 678 1,215

　じん臓機能障害により慢性透析療法を必要とする方が安心して通院治療
に専念できるよう、通院交通費に対し助成金を交付することで、経済的な
負担の軽減を図ることができた。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

1,215千円

　公共交通機関での通院費又は片道20kmを超える自家用車での通院実費
（25円/km）のいずれかのうち、月10千円を上限として1/2を助成。

峰山町 大宮町 網野町 丹後町 弥栄町 合計

成
果
・
課
題

目
　
的

　慢性透析療法のために通院治療を必要とする透析患者が、公共交
通機関や自家用車を利用して通院する場合、その交通費の一部を助
成し、経済的負担の軽減を図る。

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進

〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕

事 03 じん臓機能障害者通院交通費助成事業 1,552千円

細
事

01 じん臓機能障害者通院交通費助成事業

主
な
財
源

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

1,215千円 1,276千円 61千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

95.2 %

目 02 障害者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

障害者福祉課
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○扶助費 ・サービス利用に係る利用者負担を軽減する支援給付費等

・各種サービスを利用するための介護給付費等 ＜高額及び障害者福祉サービス等利用支援費支給関係＞※延べ利用者数

 介護給付費等関係※延べ利用者数及び給付実績

○手数料（障害福祉サービスに係る審査支払手数料）

○負担金及び補助金

ｻｰﾋﾞｽ利用者に対し各補助要綱に基づく支援を実施した事業所に対する補助金

・障害者福祉サービス等利用支援負担金

・最重度強度行動障害者特別支援補助金

・放課後デイサービス利用者負担支援事業費補助金

　

12人

44,025千円

20千円

共同生活援助 967人 151,701千円

2,267千円

放課後等デイサービス 668人 22,518千円

児童発達支援 925人 29,543千円

成
果
・
課
題

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律及び児童福祉法
に基づくサービス支給決定・給付を適切に実施することができた。
○利用者の経済状況に応じた負担軽減を図ることができた。
○ニーズに応じた適切な給付ができるよう事業所と一層の連携を図ってい
く必要がある。

保育所等訪問支援 94人 1,909千円

障害児相談支援 506人 8,376千円

特定障害者特別給付費 2,081人 20,742千円

特例介護給付費等

施設入所支援

日中活動系（訓練等） 2,761人 366,439千円

2,543千円

671千円

158,876千円

256千円

計画相談 2,371人 37,137千円

療養介護（医療費除く） 163人

95,906千円

2,943人 679,577千円

1,668,117千円

高額障害福祉サービス等 20人 補装具 12人

1,664,667千円

知的障害者施設入所者医療 30人 自立支援医療（更生医療） 333人

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

3,450千円

短期入所 451人 47,247千円

日中活動系（生活介護）

2,454千円

主
な
財
源

国負 801,215千円

国負 障害児通所給付費負担金（1/2） 31,428千円

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 府負

訪問系（居宅介護等） 1,458人

1,138人

15,461千円〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕 府負 障害児通所給付費負担金（1/4）

府補 放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ支援等事業費補助金（3/4） 13千円
目
　
的

　障害のある方が自立した日常生活及び社会生活を営むことができ
るよう、一人ひとりの状態に合った障害福祉サービスの給付その他
の支援を行い、障害者福祉を推進する。

府補 障害者福祉ｻｰﾋﾞｽ等利用支援事業費補助金（1/2） 1,593千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

介護給付･訓練等給付費負担金（1/2）

99.9 %

目 02 障害者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

1,673,114千円 1,673,281千円 167千円

障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業 1,631,039千円

細
事

01 障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業

部

障害者福祉課
事 05

介護給付･訓練等給付費負担金（1/4） 400,607千円
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○審査支払事務手数料

支払先 国保連合会及び社会保険診療報酬支払基金

【医療の主な内容】

○自立支援医療（更生医療）給付費 ●更生医療：人工関節置換術、ペースメーカー移植術、人工透析等

対象障害 肢体不自由、心臓機能障害、じん臓機能障害、免疫機能障害 ●育成医療：皮弁作成術、鼻形成手術及び軟骨移植手術、口蓋裂閉鎖術

認定人数 ●特別対策：在宅酸素療法、ぼうこう又は直腸の機能障害となった原因疾患

○自立支援医療（育成医療）給付費 ●療養介護医療：障害支援区分が区分5以上の重症心身障害者等の医療費

対象障害 音声・言語・そしゃく機能障害、聴覚・平衡機能障害

認定人数

○自立支援医療特別対策事業給付費

対象障害 呼吸器機能障害、ぼうこう又は直腸の機能障害

認定人数

○自立支援医療（療養介護医療）給付費

給付対象 療養介護サービス受給者の療養医療費

認定人数

　医療費の負担を軽減することにより、障害児者が安心して治療に専念す
ることができ、日常生活能力の回復、改善を図ることができた。13,261千円

：

：

： 3人

289千円

：

： 5人

15,162千円

府負 障害者自立支援医療費負担金（1/4） 7,581千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

16,762千円

：

： 87人

300千円

：

成
果
・
課
題

目
　
的

　障害の除去又は程度の軽減を目的に、都道府県が指定する医療機
関で手術や血液透析等の医療を受けた場合、必要な医療費を公費で
負担し、経済的負担の軽減を図る。

31千円

：

15人

　身体障害者の障害を除去又は軽減するために行われる更生医療費、身体に障
害がある又は障害が残ると思われる病気にかかっている18歳未満の児童が手術
等により治療効果が期待できるものについて育成医療費、療養介護サービス利
用者に対して療養介護医療費をそれぞれ給付した。
　また、更生医療の対象とならない在宅酸素療法等を受けている身体障害者に
対して、特別対策事業として医療費の一部を助成した。

144千円

〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕

事 06 自立支援医療事業 22,477千円

細
事

01 自立支援医療事業

主
な
財
源

国負

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 府補 障害者自立支援医療特別対策事業費補助金（1/2）

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

30,643千円 30,660千円 17千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

障害者自立支援医療費負担金（1/2）

99.9 %

目 02 障害者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

障害者福祉課
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補装具の購入及び修理に係る費用を支給した。

○身体障害児補装具給付費

・購入件数 ：

・修理件数 ：

○身体障害者補装具給付費

・購入件数 ：

　・修理件数 ：

【主な給付内容】

●障害児：下肢装具、歩行器、車椅子、座位保持装置等

●障害者：車椅子、補聴器、下肢装具、眼鏡（矯正・遮光）等

　補装具の購入及び修理に係る費用を支給することによって、障害児者の
経済的負担が軽減され、生活上の不便さの緩和や身体的条件を改善するこ
とができた。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

2,681千円

17件 2,655千円

3件 26千円

7,058千円

56件

目
　
的

　身体障害児者等の身体機能を補完又は代替する補装具の購入及び
修理に係る費用を支給することで、障害児者の安定した日常生活及
び社会生活の維持・向上を図る。

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額

6,352千円

27件 706千円

成
果
・
課
題

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進

100.0 %

目 02 障害者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

障害者福祉課

細
事

01 補装具事業

主
な
財
源

国負

府負 障害児者補装具給付費負担金（1/4）

〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕

障害児者補装具給付費負担金（1/2） 4,869千円

2,435千円

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

9,739千円 9,739千円 0千円

最終予算額

事 07 補装具事業 11,225千円
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障害のある方に対して相談や移動支援、用具等の支給など各種事業を実施した。

522千円 利用者数： 　　   3 人

32千円 開催回数：　　　 7 回

1,310千円
交付数：
8法人15事業所

182千円 患者数：　     28 人

○相談支援をはじめとした各種事業を社会福祉法人等に委託し、総合的に支援
する体制を充実させることで、円滑に実施することができた。
○各種実施事業について、ニーズに応じたサービス提供の一層の充実が図られ
るよう事業所と連携しながら進める必要がある。

18,476千円 交付件数：　1,675 件

8,384千円
利用時間：
3,195 時間

地域生活支援事業維持確保事業

交付件数：　    1 件

利用回数：　218 回

日常生活用具給付事業

京都歯科サービスセンター北部診療所運営

交付事業

小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付 95千円 交付件数：　　　 2 件

福祉機器購入費助成事業 500千円 交付件数：　    1 件

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

事業名等 決算額 件数等（延べ） 事業名等

※歯科教室、運動教室、創作活動

障害者・児童日中一時支援事業 44,712千円 利用回数：9,930 回

事業

自動車改造費・免許取得教習費助成事業 300千円 交付者数：       3 人 成
果
・
課
題

障害児通学支援事業（聾学校への通学支援） 1,978千円

福祉タクシー利用券・福祉ガソリン利用券
5,107千円 交付者数：1,185人

※ストマ用装具、頭部保護帽、吸引器等

難聴児補聴器購入費助成事業 3千円

精神障害者社会復帰教室

障害者相談支援事業（2か所） 17,200千円 相談件数：2,241 件

移動支援事業（9事業者に委託）

※屋外での移動が困難な方への外出支援

※新型コロナウイルス感染症予防物品

地域活動支援センター事業（3か所） 44,980千円 利用者数：1,153 人 成年後見制度利用支援事業

2,000千円

決算額 件数等（延べ）

在宅重度身体障害者訪問入浴サービス事業 555千円 利用回数： 　 44 回

主
な
財
源

国補・府補 44,534千円

国補・府補 障害者総合支援事業費補助金（国1/2）（府1/4） 980千円

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 府補 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業費補助金（1/2） 47千円

1千円〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕 府補 軽・中等度難聴児支援事業費補助金（1/2）

目
　
的

　障害のある方が地域で自立した日常生活又は社会生活を営むこと
ができるよう、総合的に支援する体制をつくり、障害者福祉の向上
を図る。

府補 きょうと地域連携交付金（福祉ﾀｸｼｰ利用料等助成事業）

繰入金 ふるさと応援基金繰入金

2,500千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

障害者地域生活支援事業費補助金（国上限1/2）（府上限1/4）

98.7 %

目 02 障害者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

障害者福祉課
事 08 地域生活支援事業 152,461千円

細
事

01 地域生活支援事業

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

144,336千円 146,196千円 1,860千円
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○需用費（雇用促進リーフレット用紙代・商工会員等配布） 【クリエイトショップくりくりの主な取組】

～コロナ禍でもお客様が立ち寄りやすいアットホームな店舗づくり～

○障害者職場実習促進事業補助金 ・商品内容を特化した企画展の開催

・福祉事業所奨励金 ・市内外への認知度向上の取組

1社会福祉法人

・企業等実習奨励金

1事業所

・実習生実習奨励金

7人

○障害者施設製品販売支援事業補助金

64日間

21千円

4千円

292千円

　市役所や図書館、病院等で職場実習生を受け入れるにあたり、実習を
受け入れた企業、実習生のサポートを行うジョブコーチを配置する社会
福祉法人及び実習生に対して奨励金を支給した。

　周年祭だけでなく、陶芸展、紙すき展、木工展、さをり展を開催。開
催時には、事業所で働く仲間の姿が見えるよう作業に取り組む仲間の様
子を写真で紹介するなどディスプレイにも工夫した。

256千円

　報道機関へのリリース、市フェイスブックやケーブルテレビ等広報媒
体の活用に加え、ふるさと納税制度を活用し、市内外へ広く認知しても
らえる取り組みを展開した。

15千円

64日間

　5日間

成
果
・
課
題

○障害者職場実習を通じて、障害者の就労意欲と職場適応能力の向上支援
を行い、障害者の自立を図ることができた。
○常設販売店への運営支援を通じ、障害者施設製品の情報発信と障害者の
就労意欲の向上の一助とすることができた。

6,000千円

　障害者施設製品の常設販売店「クリエイトショップくりくり」の運営
経費の一部を助成した。

3,100千円

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 2,000千円

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進

〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

事 09 障害者就労支援事業 6,344千円

細
事

01 障害者就労支援事業

主
な
財
源

府補

目
　
的

　障害者の就労等を支援する事業を実施し、障害者の就労促進と自
立支援を図る。

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

6,296千円 6,344千円 48千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

きょうと地域連携交付金（障害者就労支援事業）

99.2 %

目 02 障害者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

障害者福祉課
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○心のバリアフリー啓発・理解促進事業 ○手話奉仕員・要約筆記奉仕員養成事業

・「新　たっちゃんと学ぼう」120冊 手話奉仕員養成講座基礎課程　全15回（9月4日～12月11日）

障害者理解の啓発用冊子を購入し、京丹後市聴覚言語障害センターや市立 受講者：10人（全員修了）

図書館に配付した。冊子は、出前講座で活用予定。 ※新型コロナウイルス感染症予防対策費25千円を含む。

○意思疎通支援事業　※通訳等回数：303回

・手話通訳者の設置

・手話通訳者・要約筆記奉仕員等の派遣

聴覚言語障害者が医療機関等に出向く場合や社会活動に参加する場合等に

意思疎通支援として手話通訳者等を派遣した。

※新型コロナウイルス感染症予防対策費47千円を含む。

○意思疎通支援事業を委託することにより、病院等で聴覚障害者の情報保
障を行うことができた。
○平日に活動できる手話通訳者等が少なく、支援調整が困難な状況である
ため、養成講座への参加促進による人材育成を図る必要がある。また、新
型コロナウイルス感染症予防に配慮した啓発・理解促進事業を行う必要が
ある。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

26千円 500千円

6,359千円

6,010千円

349千円

成
果
・
課
題

18千円

目
　
的

　障害の特性を理解し、地域や職場、学校等において合理的配慮の
提供や手話の普及が広がるよう障害者理解の促進と啓発事業を実施
し、障害のある人もない人もお互いに人格と個性を尊重し合いなが
ら、地域の一員として共生できる社会を目指す。

〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕 府補 障害者総合支援事業費補助金（1/4）

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 府補 障害者地域生活支援事業費補助金（上限1/4） 1,006千円

細
事

01 心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ促進事業

主
な
財
源

国補

予
算
科
目

(参考)当初予算額
障害者福祉課

事 10

款

項

目 02 障害者福祉費

2,012千円障害者地域生活支援事業費補助金（上限1/2）

国補 障害者総合支援事業費補助金（1/2） 35千円

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

49千円

99.2 %

03 民生費 本年度決算額 最終予算額

01 社会福祉費

6,885千円 6,934千円

心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ促進事業 6,961千円
課
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○委託料

障害福祉システム更新委託料

○報酬 システム保守業務委託料

障害支援区分等認定審査会委員報酬（5人、12回開催） バス運転委託料

○報償費 障害支援区分認定調査委託料（126件）

身体・知的・精神障害者相談員謝金（15人） ○使用料及び賃借料

○旅費 認定調査、行事参加等有料道路通行料

認定審査委員費用弁償、認定調査・研修会等出張旅費 障害者授産施設等運営用地賃借料

○需用費 ライセンス等更新・データベースソフト購入費

障害サービス受給者証台紙、事務用品、バス燃料費等

○役務費

障害支援区分医師意見書作成料（139件）等

通信運搬費（審査会資料、特別児童扶養手当書類等）

ボランティア保険料、火災保険料

○丹後視力障害者福祉センター後援会費

○過年度国庫支出金返還金

○過年度府支出金返還金

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

18千円

857千円

828千円

成
果
・
課
題

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律で定めれている
審査会について、コロナ禍においても利用者へのサービス提供が滞ること
がないよう適切に運営することができた。
○障害福祉システムの保守及び制度改正に伴う更新を実施することによ
り、障害福祉サービスに関する事務事業を円滑に行うことができた。

61千円

857千円

764千円

2千円

6,746千円

200千円

234千円

145千円

381千円

934千円

　障害者福祉に関する会議参加、施設・病院訪問、研修参加等の旅費、審査会
及び自立支援協議会に係る経費並びにその他の一般事務費を支出した。 3,249千円

126千円

669千円

33千円

1,232千円

1,142千円

1,682千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

障害者総合支援事業費補助金（1/2）

96.6 %

目 02 障害者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

主
な
財
源

国補

障害者福祉課
事 50

健康長寿福祉部
項

440千円

国委 特別児童扶養手当事務委託金 78千円

目
　
的

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律で規定さ
れている審査会の設置・運営のほか、障害者福祉に関する各種事業
の円滑な実施のために必要な事務を行う。

総合計画
基本計画

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進

細
事

01 障害者福祉一般経費

〔 19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 〕

障害者福祉一般経費 7,837千円

01 社会福祉費

14,401千円 14,895千円 494千円
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（単位：人、%）

○喜寿、新100歳、最高齢の方への祝い品・筆耕料

○敬老会補助金（地区等開催）

敬老会の補助金対象年齢は、75歳以上（補助金2,000円／人＋基礎額）

※基礎額：100人まで10,000円（50人増えるごとに5,000円加算）

※令和2年度は、特例措置として祝い品の贈呈を行った方も参加者に含む。

※敬老会を開催した21団体のうち、16団体は福祉施設

合計

35 18 23 37 18 12 143

122

対象団体数

実施団体数

（うち、会開催による実施）

（うち、特例措置での実施）

峰山 大宮 網野 丹後 弥栄 久美浜

32 15 20 32 15 8

3 3 3 5 3 4 21

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

23,321千円 23,375千円 54千円

民生費 本年度決算額 最終予算額

99.7 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

03

目
　
的

　高齢者の長寿を祝い、長年にわたる社会貢献に感謝の意を表する
ため、喜寿及び長寿の祝い品の贈呈並びに敬老会事業に対して補助
金を交付する。

事 01 敬老祝い事業 26,937千円

細
事

01 敬老祝い事業

主
な
財
源

市債

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債）

予
算
科
目

款

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

不用額 執行率
部

長寿福祉課

18,100千円

11,281 11,110 98.5 37.5

1,140

丹後 地区等 1,294

新
100歳

1,139 99.9 49.9 13 85

喜寿

2,194 8 180

56 837

網野

弥栄 地区等

　喜寿（77歳）、長寿（新100歳）及び最高齢者の方へ祝い品を贈呈するとと
もに、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、敬老会の実施
を見送り、敬老会参加対象者へ区等から祝い品を贈呈した場合の費用につい
て、特例措置として補助金の交付を行った。

（75歳以上） 参加率 前年度

峰山 地区等

敬老会 祝い品贈呈者数

町別 主催
対象者数

参加者数
参加率（%）

14 205

久美浜 地区等 2,121

1,259 97.3 45.1

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　敬老事業の支援や喜寿、新100歳及び最高齢者の方に対する祝い品の贈
呈を通し、高齢者の長寿を祝い、長年にわたる社会貢献に感謝の意を表す
ることができた。

1,089千円

22,232千円

2,250 97.5 39.3

大宮 地区等 1,673 1,652 98.7 37.2 8 134

合　計

102,092 98.6 30.9

地区等 2,803 2,774 99.0 32.8

136

3 97
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○養護老人ホーム等入所措置事務費

・入所及び退所事務手続時の職員旅費

・入所判定委員会開催経費

委員報償費（4千円×委員2人×2回）

費用弁償

需用費

○養護老人ホーム等入所措置費

・入所施設　養護老人ホーム満寿園ほか4施設

・入所者数　64人

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○在宅生活の継続が困難な高齢者について、在宅生活における不安の解
消・生活改善を図るため、居宅介護支援事業所・地域包括支援センター等
と連携して、入所措置につなげることができた。
○入所待機者の生活状況等を正確に把握し、適切な入所措置を引き続き行
う必要がある。

　老人福祉法に基づき、在宅での生活が困難な高齢者を入所判定委員会の判定
結果により養護老人ホーム等に入所措置した。

29千円

2千円

16千円

1千円

10千円

141,748千円

目
　
的

　概ね65歳以上で、家族や住居の状況や経済的理由等により、居宅
生活の継続が困難な方を養護老人ホーム等に入所措置し、生きがい
のある健康で安らかな生活を確保する。

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

28,810千円

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

細
事

01 老人保護措置事業

主
な
財
源

負担金

予
算
科
目

(参考)当初予算額
長寿福祉課

事 02 老人保護措置事業 146,187千円
課

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

項 01 社会福祉費

141,777千円 142,050千円目 03 高齢者福祉費

老人福祉施設措置費負担金

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

273千円

99.8 %
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○老人クラブ活性化支援補助金

・単位老人クラブ（85クラブ）の活動に対する補助

・市老人クラブ連合会（1,858人）の活動に対する補助

・各種スポーツ大会、健康づくり事業への補助

・市老人クラブ連合会の発行する広報紙に対する補助

・市老人クラブ連合会事務局員設置（1人）に対する補助

・府老人クラブ連合会への研修会参加に対する補助

415千円

20千円

1,200千円

最終予算額

事 03 老人ｸﾗﾌﾞ活性化支援事業

(参考)当初予算額

7,026千円

目 03 高齢者福祉費

項 01 社会福祉費

5,957千円 6,315千円

細
事

01 老人ｸﾗﾌﾞ活性化支援事業

主
な
財
源

府補

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額

老人ｸﾗﾌﾞ助成事業費補助金（2/3）

課

不用額 執行率
部

長寿福祉課

健康長寿福祉部

358千円

94.3 %

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

3,158千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○老人クラブが行う健康づくり事業、社会奉仕活動等を支援することで、
健康保持及び社会貢献を目的とした各種活動の円滑な実施に寄与すること
ができた。
○年々会員数が減少しているため、老人クラブが行う会員拡大、加入促進
といった取組を引き続き支援していく必要がある。

　老人クラブの運営に係る経費、老人クラブが行う健康づくり事業、啓発・広
報広聴事業等に対し、補助金を交付した。

5,957千円

3,474千円

328千円

520千円

目
　
的

　老人クラブの活動に対して補助を行うことにより、老人クラブの
育成、高齢者の生きがいづくり及び健康づくりを図り、健康長寿の
まちづくりを推進する。
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（単位：人、回）

○福祉有償運送事業補助金

）

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

8,864千円 9,648千円 784千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

きょうと地域連携交付金（福祉有償運送運営助成事業）

91.8 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

長寿福祉課
事 04 福祉有償運送運営助成事業 11,224千円

細
事

01 福祉有償運送運営助成事業

主
な
財
源

府補 3,600千円

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 3,000千円

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○補助金の交付により、事業者が行う高齢者や障害者の日常生活の移動支
援の取組の実施に寄与することができた。
○事業費の収入不足分を補助していることから、事業者には効率的な事業
運営を求め、適切な補助金支出に努める必要がある。

　公共交通機関を利用することが困難な高齢者及び障害者に対して移送サービ
スを提供する福祉有償運送の実施を支援した。

8,864千円

※総事業費（ 13,763千円 ）

目
　
的

　福祉有償運送の実施を支援することにより、在宅の高齢者や障害
者が住み慣れた地域社会の中で引き続き自立した生活を営めるよう
支援し、地域福祉の向上を図る。

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

・実施主体：京丹後市社会福祉協議会

・事業実績：実利用者数 112人 （R元： 125人

■実績内訳（令和3年3月末現在）

区　分 峰山町 大宮町 網野町

）

弥栄町 久美浜町 合　計

19 51 201

8 35

延べ利用回数 5,598回 （R元： 7,003回 ）

－ 利用料等収入（ 4,899千円

丹後町

利用登録
者数等

登録者数 32 30 43 26

実利用者 16 16 22 15

20

112

対象者
延べ利
用回数

高 齢 者 139 166 303 121 110 293 1,132

2,521 5,598合 計 395 875 1,477 220 110

2,074 4,084

障 害 者 7 80 121 0 154 382

透 析 者 249 629 1,053 79 0
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○生活管理指導事業

・利用者数：2人（生活保護世帯以外の世帯）

・利用日数：29日

・利用施設：ケアハウス丹後園、養護老人ホーム満寿園

・生活管理指導事業委託料

2,080円×29日

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　一時的に在宅生活が困難な高齢者に対して、短期宿泊サービスを提供す
ることを通じて生活習慣や体調管理を行うことで、自立した生活を継続で
きるよう支援することができた。

　生活習慣の改善が必要など一時的に在宅生活が困難な高齢者に対し、養護老
人ホーム等で短期間の宿泊サービスを提供した。

60千円

60千円

目
　
的

　生活習慣の改善が必要など一時的に在宅生活が困難な高齢者に対
し、養護老人ホーム等で、短期間の宿泊を通じて日常生活の指導及
び支援を行い、自立した生活の助長を図る。

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

細
事

01 生活管理指導事業

主
な
財
源

予
算
科
目

(参考)当初予算額
長寿福祉課

事 05 生活管理指導事業 85千円
課

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

項 01 社会福祉費

60千円 85千円目 03 高齢者福祉費

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

25千円

70.5 %
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○社会福祉法人等利用者負担軽減助成金

助成金交付法人等数 15法人等

利用者負担軽減対象者数 延べ478人

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　低所得で生計が困難な要介護者等が、介護サービス費等の負担軽減を受
けられるように社会福祉法人等を支援することで、高齢者福祉の増進を図
ることができた。

　低所得で生計の維持が困難である者が介護保険サービスを利用した際の利用
者負担額の軽減を行った社会福祉法人等へその一部を助成した。

12,318千円

目
　
的

　介護保険サービス利用者負担額の軽減を行う社会福祉法人等に対
して助成金を交付し、利用者負担軽減制度の円滑な実施を支援する
ことで、高齢者福祉の増進を図る。

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

9,238千円

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

細
事

01 介護ｻｰﾋﾞｽ利用負担軽減事業

主
な
財
源

府補

予
算
科
目

(参考)当初予算額
長寿福祉課

事 06 介護ｻｰﾋﾞｽ利用負担軽減事業 17,923千円
課

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

項 01 社会福祉費

12,318千円 13,058千円目 03 高齢者福祉費

介護保険事業費補助金（3/4）

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

740千円

94.3 %
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・補助対象：社会福祉法人が整備する社会福祉施設に係る事業

平成29年度までの借り入れに係るもの

・補助内容：整備に係る資金の元金又は利子の一部

特別養護老人ホーム弥栄はごろも苑建設資金

特別養護老人ホーム第二丹後園建設資金

養護老人ホーム満寿園改築資金

特別養護老人ホーム満寿園建設資金

特別養護老人ホーム海山園建設資金

特別養護老人ホームふるさと建設資金

特別養護老人ホームふるさと増築資金

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

14,037千円 14,037千円 0千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

100.0 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

長寿福祉課
事 07 高齢者福祉施設整備助成事業 14,004千円

細
事

01 老人福祉施設建設資金借入金償還補助金

主
な
財
源

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

目
　
的

　社会福祉法人の施設整備に係る借入金の返済の一部を補助し、法
人経営の安定と老人福祉施設の充実を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

　介護が必要になった高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるように、社
会福祉法人の拠点施設の整備に係る債務の償還金額の一部について補助を行っ
た。

償還終了年度

令和10年度

成
果
・
課
題

補助金額

2,458千円

2,977千円

1,500千円

2,848千円

2,324千円

14,037千円

用　　途

合　　計

　資金借入により基盤整備を行った社会福祉法人に対し、借入金の返済の
一部を補助することにより、法人経営の安定と老人福祉施設の充実を図る
ことができた。

令 和 3 年 度

令 和 6 年 度

令和10年度

令和19年度

令和28年度

令和12年度

1,775千円

155千円
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○施設維持管理費

・需用費 （消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕料）

・役務費 （通信運搬費、火災保険料）

・委託料 （運営管理委託料、ボイラー保守点検等）

■年間施設利用者数（延べ人数）

人 人

人 人

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

6,835千円 7,407千円 572千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

網野高齢者すこやかｾﾝﾀｰ使用料

92.2 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

長寿福祉課
事 08 網野高齢者すこやかｾﾝﾀｰ施設管理事業 8,537千円

細
事

01 網野高齢者すこやかｾﾝﾀｰ施設管理事業

主
な
財
源

使用料 2,839千円

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

目
　
的

　サークル活動などの会場と入浴の場を提供し、高齢者の生きがい
や健康づくりを推進する。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○入浴やレクリエーションの場を提供することで、高齢者の生きがいや健
康づくりに貢献することができた。
○利用者の増加等による収入の増加を図るなど、より一層の効果的・効率
的な運営に努めていく必要がある。
○ボイラー等の設備が老朽化してきており、故障時の対応を検討しておく
必要がある。

　在宅の高齢者に対して入浴やレクリエーションの場を提供し、高齢者福祉の
推進を図ることを目的として設置された網野高齢者すこやかセンターの維持管
理・運営を行った。

4,040千円

101千円

2,694千円

貸館利用者数 2,967 4,902

令和2年度 令和元年度

入浴利用者数 13,903 17,992
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○介護給付費公費相当分

○地域支援事業費

・介護予防事業費分

・包括的支援事業･任意事業費分

（地域包括支援センター事業ほか）

・包括的支援事業･社会保障充実分

（認知症地域支援･ケア向上事業ほか）

○事務費分

・一般事務費（一般管理費、賦課徴収費、趣旨普及費）

・認定事務費（介護認定審査会費、認定調査等費）

○低所得者保険料軽減繰出金

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　介護保険法で定められた費用及び事務費相当分を負担すること
で、介護保険事業特別会計の円滑な運営を図る。

89,071千円

　介護保険事業を円滑に推進するため、介護給付費の公費相当分、事務費相当
分、地域支援事業費分及び低所得者保険料軽減相当分について、一般会計から
繰り出しを行った。

11,926千円

776,807千円

52,359千円

22,241千円

4,819千円

74,776千円

62,850千円

25,299千円

目
　
的

44,398千円

府負 22,199千円

09 介護保険事業特別会計繰出金 1,009,800千円

細
事

01 介護保険事業特別会計繰出金

主
な
財
源

国負 低所得者保険料軽減負担金（1/2）

低所得者保険料軽減負担金（1/4）

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

993,013千円 996,131千円 3,118千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

99.6 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

長寿福祉課
事
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○介護サービス事業特別会計繰出金 ・京丹後市網野デイサービスセンター

【参考】介護サービス事業特別会計の収支

・京丹後市やさか老人保健施設ふくじゅ

サービス収入還付金 16千円

52,815千円

138千円

計 58,368千円

施設管理費 6,380千円

サービス事業費 45,569千円

コロナ対策従事者慰労金 850千円

490,496千円

コロナ対策従事者慰労金 4,850千円

公債費 68,254千円

計

使用料及び手数料 71,492千円

府支出金 12,537千円

諸収入 2,659千円

計 549,590千円

暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

40,000千円

サービス収入 462,902千円

583,730千円

収支 △ 34,140千円

サービス収入 56,288千円

府支出金 1,942千円

諸収入

歳
出

施設管理費 20,130千円

サービス事業費（事業運営）

主
な
財
源

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

目
　
的

　介護サービス事業特別会計へ繰出金を支出することにより、京丹
後市やさか老人保健施設ふくじゅ及び京丹後市網野デイサービスセ
ンターの安定した運営を図る。

〔 20

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

100.0 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

長寿福祉課
事 10 介護ｻｰﾋﾞｽ事業特別会計繰出金 40,000千円

細
事

01 介護ｻｰﾋﾞｽ事業特別会計繰出金

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

40,000千円 40,000千円 0千円

収支 5,553千円

計

歳
出

△ 28,587千円

項目 金額

歳
入

歳
入

- 40 -



○指定管理委託料

○修繕料（弥栄生きがい交流センターオイルタンク取替え）

○建物火災保険料

6,505千円 4,138人

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　高齢者拠点施設として、地域の高齢者福祉事業に活用されるなど、高齢
者福祉の増進を図ることができた。

　高齢者福祉に関する施設のうち、指定管理者制度を導入している施設の管理
運営を円滑に行うための経費を支出した。

9,550千円

施 設 名 称 委 託 料 延べ利用者数

469千円

53千円

弥栄生きがい交流センター 1,315千円 1,063人

合　　　計 9,550千円 17,901人

網野社会参加交流ハウス 1,730千円 12,700人

丹後老人福祉センター松風苑

目
　
的

　指定管理者の創意工夫に基づいた高齢者拠点施設を管理運営する
ことにより利用者に質の高い多様なサービスを提供し、もって高齢
者福祉の増進を図る。

5,700千円

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

事 11 福祉施設等指定管理運営事業 9,864千円

細
事

01 指定管理施設運営事業

主
な
財
源

市債

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

10,072千円 10,073千円 1千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債）

99.9 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

長寿福祉課
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・ 簡易陰圧装置設置経費支援分 ・ 換気設備設置経費支援分

特別養護老人ホーム、ショートステイ施設等の介護施設 特別養護老人ホーム、ショートステイ施設等の介護施設

10/10（国2/3、府1/3） 10/10（国2/3、府1/3）

4,320千円×設置台数（施設定員が上限） 4千円/㎡×施設延べ床面積

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　介護施設における新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点
から、施設が行う簡易陰圧装置及び換気設備の整備を支援する。

32,006千円

補助上限額

対 象 施 設

補 助 率

：

：

：

計

社会福祉法人あしぎぬ福祉会

実施主体

1施設

4施設

2施設

予
算
科
目

7台 3,486千円

2,062千円

補助金額

4台

設置台数

2施設

設置施設数

○地域密着型サービス施設整備事業費補助金 32,732千円

社会福祉法人はしうど福祉会 1施設 5台

目
　
的

726千円

整備施設数 整備居室数 補助金額

長寿福祉課
事 14 高齢者福祉施設整備事業 0千円

細
事

01 高齢者福祉施設整備事業

主
な
財
源

府補 地域密着型ｻｰﾋﾞｽ等整備助成事業補助金（10/10） 32,732千円

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

NPO法人ふくし京丹後 2台 996千円

2,310千円

1施設 5台 2,390千円

5台 4,394千円

2施設 12台 8,778千円

5施設

8台 3,960千円

1施設 3台

社会福祉法人丹後大宮福祉会

社会福祉法人北丹後福祉会

社会福祉法人丹後福祉会

社会福祉法人みねやま福祉会

社会福祉法人ふるさとの会

社会福祉法人太陽福祉会

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

32,732千円 32,732千円 0千円

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

100.0 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

19施設 51台 32,006千円

社会福祉法人みねやま福祉会 2施設 21室 726千円

対 象 施 設 ：

補 助 率 ：

補助上限額 ：

実施主体

　簡易陰圧装置及び換気設備の整備を支援することで、介護施設における
新型コロナウイルス感染拡大防止対策の取組に寄与することができた。

3,630千円
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○高齢者福祉施設入所予定者PCR検査費用補助金

特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、

認知症対応型共同生活介護、短期入所生活介護、

サービス付き高齢者向け住宅

1人あたり2万円

10/10

丹後福祉会

太陽福祉会

対象施設等
認知症対応型共同生活介護

計

短期入所生活介護
太陽福祉会 3人

申請法人

みねやま福祉会

丹後大宮福祉会

北丹後福祉会

太陽福祉会

あしぎぬ福祉会

丹後大宮福祉会

8人

36千円

78千円

2人

6人

3人

3人

人数

56人 859千円

ふくし京丹後 3人 56千円

丹後大宮福祉会 2人 40千円

みねやま福祉会 7人 123千円

成
果
・
課
題

　新型コロナウイルス感染症の発生を未然に防ぎ、利用者が安心して介護
サービスを利用でき、また、介護職員が安心して働ける環境を整備するこ
とができた。

補 助 率 ：

補助上限額 ：

サービス種別

50千円

：

40千円

10千円

2人

3人軽費老人ホーム

33千円

養護老人ホーム 55千円

2人

丹後福祉会

あしぎぬ福祉会
特別養護老人ホーム

47千円

50千円

141千円

5人

目
　
的

　高齢者福祉施設等における新型コロナウイルス感染症の発生を未
然に防ぎ、安心して介護サービスが利用出来る環境を整えることを
目的に、高齢者福祉施設等に新規で入所される利用者に対してPCR
検査を実施した法人を支援する。

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

補助金額

100千円7人

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

細
事

01 高齢者福祉施設入所予定者PCR検査費用支援事業

主
な
財
源

予
算
科
目

(参考)当初予算額
長寿福祉課

事 15 高齢者福祉施設入所予定者PCR検査費用支援事業 0千円
課

款
健康長寿福祉部

141千円

85.9 %

03 民生費 本年度決算額 最終予算額

項 01 社会福祉費

859千円 1,000千円目 03 高齢者福祉費

不用額 執行率
部

859千円
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○会計年度任用職員報酬、期末手当、社会保険料等（1人）

○消耗品費

○役務費

・火災保険料

・総合賠償補償保険料（認知症あんしん補償事業）

○使用料及び賃借料

・土地借上料（グループホームかえで用地賃借料）

・土地借上料（浜詰ふれあいセンター用地賃借料）

○償還金､利子及び割引料

・社会福祉施設等施設整備費及び社会福祉施設等

　設備整備費補助金に係る返還金

80千円

9,970千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○高齢者福祉施設の管理及び高齢者福祉事務事業を円滑に進めることがで
きた。
○認知症高齢者等個人賠償責任保険事業により、認知症高齢者等及びその
家族が地域で安心して生活することができる環境整備に寄与することがで
きた。

2,030千円

20千円

165千円

452千円

532千円

9,970千円

49千円

116千円

事 50 高齢者福祉一般経費 12,482千円

細
事

01 高齢者福祉一般経費

主
な
財
源

総合計画
基本計画

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

〔 20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

目
　
的

　高齢者福祉施設の管理及び高齢者福祉事務事業を円滑に実施す
る。

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

12,717千円 12,865千円 148千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

98.8 %

目 03 高齢者福祉費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

長寿福祉課
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○高等職業訓練促進費（給付金）

・対象者：2人（准看護師、保育士）

140,000円/月×1人（市町村民税非課税世帯）×12か月

70,500円/月×1人（市町村民税課税世帯）×7か月

※支給期間：上限3年

○過年度国庫支出金返還金

・高等職業訓練促進費補助金事業

・自立支援教育訓練給付金事業

・ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

高等職業訓練促進費補助金（3/4）

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

0千円

100.0 %項 02 児童福祉費

2,702千円 2,702千円目 01 児童福祉総務費

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

(参考)当初予算額
生活福祉課

事 05 母子家庭等対策総合支援事業 2,750千円
課

1,822千円

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

細
事

01 母子家庭等対策総合支援事業

主
な
財
源

国補

予
算
科
目

目
　
的

　就職に有利な資格取得、職業能力開発の取組及び高等学校卒業程
度認定試験合格のための講座等を受講するための支援金を給付し、
ひとり親家庭の経済的自立の促進を図る。

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

150千円

112千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　ひとり親家庭に対し、高等職業訓練促進給付金を支給し、その家庭の経
済的負担を軽減することで、資格取得に向けた受講を継続させることがで
きた。

2,174千円

1,680千円

494千円

528千円

266千円
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○こんにちは赤ちゃん特別給付金

・給付対象者数　　264人

■令和3年度への繰越事業

こんにちは赤ちゃん特別給付金

※令和3年5月完了

本年度決算額

細
事

01

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

こんにちは赤ちゃん特別給付金支給事業

項 02 児童福祉費

26,400千円 30,000千円目 01 児童福祉総務費

事 08

不用額 執行率

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　国の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策による特別定額給付金の対象と
ならなかった令和2年4月28日から令和3年3月31日までに出生した新生児（出
産予定日含む）に対して、臨時的措置かつ市独自施策として1人10万円の特別
給付金を給付する。

こんにちは赤ちゃん特別給付金支給事業

主
な
財
源

国補

予
算
科
目

目
　
的

　新型コロナウイルス感染症がもたらす影響が続く中、不安を抱え
ながら子どもの誕生を迎える世帯について、当該世帯の経済的負担
を軽減し、子育てを支援する。

〔

部 健康長寿福祉部

3,600千円

88.0 %

健康推進課課

最終予算額

(参考)当初予算額

0千円

款 03 民生費

3,000千円

26,400千円

参考
繰越明許費を除いた最終予算額 27,000千円

実質的な予算執行率 97.8 %

26,000千円新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

25 子育て支援の総合的な推進 〕

　コロナ禍で出産を迎えた世帯の経済的負担を軽減し、子育て支援に資す
ることができた。

- 46 -



○児童手当給付費 ○事務経費内訳

　（児童手当給付費戻入未入金　35千円を含む） ・消耗品費

＜令和2年4月～令和3年3月支給内訳＞ ・印刷製本費

・通信運搬費

被用者 ・会計年度任用職員任用経費（1人）

非被用者

3歳以上～ 第1・2子

小学校修了前 第3子以降

中学生

特例給付

健康長寿福祉部
項 02 児童福祉費

681,689千円 681,700千円 11千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

児童手当負担金

99.9 %

目 02 児童措置費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
事 01 児童手当支給事業 704,207千円

細
事

01 児童手当支給事業

主
な
財
源

国負 468,996千円

府負 児童手当負担金 104,637千円

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

目
　
的

　児童手当を支給することで、次世代の社会を担う子どもの健やか
な育ちを社会全体で支援する。

0～3歳未満 15千円
7,224人 108,360千円

1,907人 28,605千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　児童手当法に基づく事務を適正に行い、児童手当を支給することで、子
どもの健やかな育ちを社会全体で支援することができた。

678,490千円

区分 支給月額 延べ対象児童数 支給額

3,199千円

79千円

106千円

795千円

2,219千円

10千円 13,906人 139,060千円

5千円 977人 4,885千円

10千円 31,032人 310,320千円

15千円 5,815人 87,225千円

- 47 -



○児童扶養手当 ○児童扶養手当給付費

　（児童扶養手当給付費戻入未入金　340千円を含む）

○過年度児童扶養手当給付費国庫負担金返還金

○その他事務費（旅費、消耗品費、通信運搬費）

※令和2年度末児童扶養手当対象者の内訳

全部支給：173人　一部支給：184人　全部停止：118人

合計：475人

児童扶養手当受給者 382人 365人 357人

内
訳

母子家庭

父子家庭

496世帯

児童扶養手当対象者 496人 477人 475人

　うち新規認定者 52人 52人 64人

464世帯 443世帯 434世帯

68世帯 62世帯 62世帯

健康長寿福祉部
項 02 児童福祉費

186,295千円 186,314千円 19千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

児童扶養手当給付費負担金（1/3）

99.9 %

目 02 児童措置費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
事 02 児童扶養手当等支給事業 195,875千円

細
事

01 児童扶養手当等支給事業

主
な
財
源

国負

693千円

支給金額：全部支給43,160円、一部支給10,180円～43,150円
　　※児童2人以上を養育している場合は、全部支給で10,190円、
         一部支給では5,100円～10,180円を加算
　　※3人目以降は、全部支給で6,110円、
         一部支給では1人につき3,060円～6,100円を加算
　　※手当額はR2.4.1現在

484千円

61,829千円

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

平成30年度末 令和元年度末 令和2年度末

成
果
・
課
題

○離婚等によりひとり親となった家庭に対し、手当を支給することによ
り、その家庭の生活の安定と自立促進を支援することができた。
○支給可能な世帯の申請漏れがないよう、今後も関係課と連携を密にする
とともに、制度の周知徹底を図る必要がある。

ひとり親家庭数 532世帯 505世帯

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

目
　
的

　離婚等によるひとり親家庭の児童、身体や精神に中程度以上の障
害のある児童が健やかに成長するよう、その家庭の生活の安定と自
立を促進する。

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

185,118千円
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○母子生活支援施設入所措置費

令和2年度の入所者数：1世帯（3人）

○その他

・職員旅費

・有料道路通行料

※助産施設入所措置費：令和2年度実績なし

児童入所施設措置費等負担金（1/2）

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

8千円

99.8 %項 02 児童福祉費

4,016千円 4,024千円目 02 児童措置費

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

(参考)当初予算額
生活福祉課

事 03 児童入所施設措置事業 4,713千円
課

2,181千円

府負 児童入所施設措置費等負担金（1/4） 997千円

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

細
事

01 児童入所施設措置事業

主
な
財
源

国負

予
算
科
目

目
　
的

　母等と監護される児童が福祉に欠ける場合に、母子生活支援施設
に母子を保護し、経済的理由で入院助産が困難な場合は助産施設に
措置することで、福祉の向上を図る。

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　母と監護される児童に対して、安心して生活の安定が図れるよう支援
し、自立の促進を援助することができた。

3,990千円

26千円

7千円

19千円
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○負担金、補助金及び交付金 ○事務経費内訳

・子育て特別給付金 ・職員手当等（時間外勤務手当）

・需用費（消耗品費、コピー用紙代）

・印刷製本費（封筒印刷）

・通信運搬費

・払込料金取扱手数料

健康長寿福祉部
項 02 児童福祉費

64,206千円 64,286千円 80千円

平成16年4月2日から令和2年3月31日生まれの児童
〔児童手当（本則給付）の令和2年4月分の対象となる児童〕

対象児童に係る令和2年4月分（新高校1年生については3月
分）の児童手当（本則給付）の受給者

対象児童一人につき10,000円

04 子育て特別給付金給付事業 0千円

細
事

01 子育て特別給付金給付事業

部

生活福祉課
事

93千円

511千円

6,314人

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金（10/10）

99.8 %

目 02 児童措置費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

63,140千円 1,066千円

23千円

46千円

目
　
的

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活
を支援する取組の一つとして、児童手当（本則給付）を受給する世
帯に対し、臨時特別給付金を支給する。

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

成
果
・
課
題

　給付金を支給することで、コロナ禍における子育て世帯を支援すること
ができた。

対象児童

393千円

給付額

× ＝ 63,140千円

給付額

支給対象者

支給対象児童

主
な
財
源

国補 63,140千円

国補 子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金（10/10） 1,066千円

10千円

給付実績額
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○負担金、補助金及び交付金 ○事務経費内訳

・職員手当等（時間外勤務手当）

・需用費（消耗品費、コピー用紙代）

・印刷製本費（封筒印刷）

・通信運搬費

・払込料金取扱手数料

・児童扶養手当受給世帯等への給付（1世帯5万円、第2子以降1人につき3万円）
・収入が減少した児童扶養手当受給世帯等への給付（1世帯5万円）

主
な
財
源

国補

健康長寿福祉部
項 02 児童福祉費

60,465千円 60,552千円 87千円

執行率
部

生活福祉課
事 05 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業 0千円

(参考)当初予算額
課

不用額

細
事

01 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業
60,465千円

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

母子家庭等対策総合支援事業費補助金（10/10）

99.8 %

目 02 児童措置費

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

60,060千円 405千円

69千円

36千円

目
　
的

　新型コロナウイルス感染症の影響によるひとり親世帯の子育て負
担の増加や収入の減少に対する支援を行うための臨時特別給付金を
支給する。

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

成
果
・
課
題

　給付金を支給することで、新型コロナウイルス感染症の影響を受けたひ
とり親世帯を支援することができた。

13件

10千円

支給額 23,830千円 830千円

基本給付
再支給

決定件数 377件 13件

家計急変者

20件

1,420千円

20件

1,420千円

児扶受給者 公的年金等受給者

183千円

107千円
基本給付

決定件数 377件

300千円

支給額 23,830千円 830千円

追加給付
決定件数 152件 6件

支給額 7,600千円
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○就労支援員報酬、期末手当（1人　週4日28時間勤務）

○面接相談員報酬、期末手当（1人　週4日28時間勤務）

○会計年度任用職員の共済費（社会保険料・雇用保険料）

○生活保護申請者への一時支援資金貸付金（15件） ※保護率=被保護人員/京丹後市人口、単位は1/1,000の‰　(各年度3月末現在)

○生活保護管理システム更新・改修・保守経費

○医療扶助適正実施経費

　（レセプト点検委託料、レセプト管理システム保守委託料）

○医療扶助・介護扶助審査手数料

○過年度国庫支出金返還金（生活保護費負担金等）

○その他の経費

（生活保護嘱託医報酬、旅費、需用費、警備輸送業務委託料他）（生活保護嘱託医報酬、旅費、需用費他）

4,024千円

2,150千円

2,100千円

645千円

410千円

3,643千円

620千円

314千円

18,598千円

健康長寿福祉部
項 03 生活保護費

32,504千円 32,612千円 108千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

生活困窮者自立支援負担金（3/4）

99.6 %

目 01 生活保護総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
事 02 生活保護運営管理事業 14,261千円

細
事

01 生活保護運営管理事業

主
な
財
源

国負 1,915千円

国補 生活困窮者自立支援補助金（1/2、2/3、3/4） 5,069千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 諸収入 一時支援資金貸付金元金収入 410千円

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕

目
　
的

　生活保護の実施機関として、生活保護法に基づく事務を円滑に行
い、生活保護費支給事業を適正に運営する。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○生活保護法に基づく事務を適正に行い、円滑な生活保護支給事業の運営
ができた。
○今後も、生活保護受給者それぞれの状況に応じた自立助長を進めるとと
もに、レセプト管理システムの活用等により、支給額の大きい医療扶助費
の適正化に努める必要がある。

　生活保護受給者の自立支援を目的に、よりきめ細かな相談を行うための面接
相談員の設置、自立支援プログラムに基づく就労支援や健康管理支援を行った
ほか、手持金の少ない生活保護申請者に対し、一時的な生活資金の貸付を行っ
た。

開始
件数

却下
取下げ

廃止
件数

年度
被保護
世帯数

被保護
人員

保護率
面接相談

件数
申請
件数

H28 384世帯 549人 10.2‰ 131件 54件 45件   9件 52件

32件   0件 40件

H30 366世帯 526人 10.0‰ 108件 55件 47件

H29 367世帯 523人 9.8‰ 83件 32件

  11件 52件

R元 376世帯 525人 10.2‰ 131件 64件 49件 12件 36件

R2 364世帯 501人 9.9‰ 115件 45件 37件 10件 48件
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○扶助費

【生活保護費の支給状況】 （単位：千円）

【生活保護世帯の状況】※各年度とも3月末日の数値 （単位：世帯、人）

生活扶助費

住宅扶助費

教育扶助費

介護扶助費

医療扶助費

生業扶助費

施設事務費

葬祭扶助費等

合計

峰山

大宮

網野

丹後

弥栄

久美浜

合計

世帯数

人数

世帯数

人数

世帯数

人数

世帯数

人数

世帯数

人数

世帯数

人数

世帯数

人数

25 25 26 25

39 41 41 38

40 38 39 33

108 113

141 150 153 157

54 54 58 57

H28 H29

113

160

63

90

110

152

34

49

26

41

38

57

384

549

101

360

29

79

366 376 364

510 526 525 501

58 60 55 42

28 27 24

42 42 40 36

111 114 118 112

151 154 159 153

79 77 75

H30 R1 R2

107

772,019千円

203,859 183,868 180,842 176,973180,701

H28 H29 H30 R2R元

6,594 5,868 4,655 3,2094,236

90,133

健康長寿福祉部
項 03 生活保護費

772,019千円 772,035千円 16千円
予
算
科
目

款 03 民生費 本年度決算額 最終予算額

生活保護費負担金（3/4）

99.9 %

目 02 生活保護扶助費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
事 01 生活保護費支給事業 707,010千円

細
事

01 生活保護費支給事業

主
な
財
源

国負 617,353千円

府負 生活保護費負担金（府費負担となる扶助費支給額の1/4） 109千円

総合計画
基本計画

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 諸収入 生活保護費徴収金 388千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○経済的給付にとどまらず、生活保護受給者それぞれの状況に応じた自立
に向け、各関係機関と連携し支援を行った。
○生活保護費の支給を適正に行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障
するとともに、自立を助長することができた。
○生活保護受給者に対し、引き続き適正な保護を実施するとともに、自立
を促進する必要がある。

7,335千円

目
　
的

　生活保護法に基づき、経済的に困窮している世帯に対して経済的
援助を行うことにより、健康で文化的な最低限度の生活を保障する
とともに、世帯の自立を支援する。

諸収入 被保護者遺留金 117千円

諸収入 介護予防・日常生活支援総合事業費返還金（10月審査確定額） 18千円

〔 18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 〕 諸収入 生活保護費返還金

　生活保護受給世帯に対し、生活保護法による保護の基準に基づいて算定した
扶助費を支給した。

88,612 85,608 87,911 87,059

386,458 379,252 418,467 471,788441,545

15,734 14,933 17,581 18,99717,288

1,937 4,032 6,239 4,3175,792

3,961 4,513 3,951 4,4294,225

709,505 678,739 722,186 772,019743,214

2,350 665 2,540 2,1732,368
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保健センター（大宮・網野）の管理を適切に行った。

○弥栄保健センター（利用件数：10件、利用人数：124人）

○大宮保健センター（利用件数：15件、利用人数：848人） 千円 ※維持管理経費は弥栄庁舎管理事業から支出

・燃料費（ガス） 千円

○久美浜保健センター（利用件数：6件、利用人数：144人）

○網野保健センター（利用件数：23件、利用人数：358人） 千円 ※維持管理経費は久美浜庁舎管理事業から支出

・燃料費（ガス） 千円

・光熱水費（電気・水道） 千円

・施設修繕費（自動ドア、トイレ修繕） 千円

・火災保険料 千円

・手数料（ごみ処理） 千円

・施設清掃委託料 千円

○丹後保健センター（利用件数：4件、利用人数：51人）

※維持管理経費は丹後庁舎管理事業から支出

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　施設の適正な維持管理を行うことで、各種保健事業が円滑に実施され、
健康増進の拠点として貢献することができた。

目
　
的

　乳幼児健診、総合検診、健康指導及び健康教育等の保健活動の拠
点となる保健センターを適切に管理し、市民の疾病予防、健康の保
持増進を図る。

〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

33

33

25

592

細
事

01 保健ｾﾝﾀｰ管理運営事業

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

95.7 %

目 01 保健衛生総務費

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

1,251千円 1,306千円 55千円

執行率
部

健康推進課
事 02 保健ｾﾝﾀｰ管理運営事業 928千円

(参考)当初予算額
課

不用額

453

4

1

143

1,218

主
な
財
源
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○主な取組 事業費

・地域におけるネットワークの強化 ○京丹後市自殺ゼロ実現推進協議会 千円

京丹後市自殺ゼロ実現推進協議会、京丹後市自殺ゼロ推進連絡会議 ・旅費 千円

・自殺対策を支える人材の育成 ○こころ・いのち・つなぐ手養成講座（ゲートキーパー養成講座） 千円

こころ・いのち・つなぐ手研修会（ゲートキーパー研修会） ・報償費（講師謝金、費用弁償） 千円

年8回、 参加者延べ203人 ・消耗品費 千円

・市民への啓発と周知 ○市民局窓口等に啓発グッズの配架など 千円

新型コロナウイルス感染予防対策のため街頭啓発は実施せず。　 ・消耗品費 千円

啓発グッズの窓口配架、民生児童委員訪問活動時の配布 延べ4回：720部 ○こころの健康づくり講演会 千円

こころの健康づくり講演会実施（無観客で開催し、市ケーブルテレビで放映） ・報償費（講師謝金、費用弁償） 千円

・生きるための相談、支援体制の充実、関係機関との連携 ○若年層支援事業 千円

こころの健康相談日：月1回　相談者実人数：6人 ・消耗品費 千円

・児童、生徒への自殺対策の推進

小6、中3、高3年生1,351人に、SOSの出し方や相談窓口を掲載した

リーフレットを配付

55

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○コロナ禍の中では、街頭啓発など対面での活動ができなかったが、自殺
の危険性が高い人の早期発見・早期対応を図るため、「こころ・いのち・
つなぐ手（ゲートキーパー）研修会」を継続実施することで、地域で見守
る支援者を養成することができた。
○平成30年、令和元年の自殺者数は2年連続1ケタに減少していたが、令
和2年は13人と増加したため、引き続き自殺ゼロを目指し、自殺対策を総
合的に実施していく必要がある。

10

10

84

36

30

30

55

114

30

36

　「京丹後市自殺のないまちづくり行動計画」に基づき、自殺ゼロ
を目指し、地域の中で悩んでいる人に気づき、見守り支援者を養成
するとともに、普及啓発、自殺未遂者・自死遺族支援等の自殺対策
の取組を推進する。

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

134千円

事 03 自殺対策事業 396千円

細
事

01 自殺対策事業

主
な
財
源

府補

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

目
　
的

〔

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

245千円 396千円 151千円
予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

自殺対策事業補助金（5/6、1/2）

61.8 %

目 01 保健衛生総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

健康推進課
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○調査の概要

・対象者　：市内在住の20歳以上の住民から無作為抽出

・調査方法：郵送による配布及び回収

・調査時期：令和2年10月30日～12月14日

・調査数　：2,000人　

・回収数　：1,007人（回収率50.4％）

○事業費 千円

・消耗品費　　（アンケート事務用品） 千円

・印刷製本費　（アンケート送付用封筒） 千円

・通信運搬費　（アンケート送付・返信用郵送代） 千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

　アンケート調査を実施することで、市民の健康や食に関する意識及び健
康増進への取り組み状況等の把握ができ、健康増進計画を策定する上で貴
重な資料とすることができた。

　令和3年度に「第3次京丹後市健康増進計画」を策定するにあたり、基礎資料
とするために、健康と食に関する意識や実態についての市民アンケート調査を
実施した。

16

60

354

430

目
　
的

　市民一人ひとりの健康寿命の延伸のため、食育の推進を含む「第
3次京丹後市健康増進計画」を策定する。

〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

細
事

01 健康増進計画策定事業

主
な
財
源

予
算
科
目

(参考)当初予算額
健康推進課

事 04 健康増進計画策定事業 0千円
課

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

項 01 保健衛生費

430千円 468千円目 01 保健衛生総務費

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

38千円

91.8 %
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○新型コロナウイルス感染症支え合い基金積立金 【参考】令和2年度活用額：114,000千円（※）、17事業

・ふるさと応援寄附金1,172件分 ※新型コロナウイルス感染症支え合い基金からの繰入相当額

・一般財源分 主な活用事業

・休業要請対象事業者支援事業

・指定管理施設運営事業

（参考）基金の状況 （単位：千円） ・市立病院繰出金

・市立診療所繰出金

・交通確保対策一般経費

・農林水産業緊急支援事業

・その他

・令和3年度への繰越事業の財源

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

37,118千円

186,000千円

令和元年度末
現　在　高

① ①-②+(③+④)④

成
果
・
課
題

③②

主
な
財
源

寄附金 37,118千円

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

〔 08

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

ふるさと応援寄附金

100.0 %

目 01 保健衛生総務費 (参考)当初予算額

生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

課

不用額 執行率
部

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策室
事

目
　
的

 　新型コロナウイルス感染症による市民生活、経済活動への影響に
対し、感染症予防対策及び地域経済対策等に資することを目的に設
置した「新型コロナウイルス感染症支え合い基金」への積立金

05 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金 0千円

健康長寿福祉部

細
事

01 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金

項 01 保健衛生費

223,118千円 223,118千円 0千円

44,800千円

11,000千円

3,000千円

27,000千円

9,000千円

2,500千円

14,200千円

2,500千円

0 0 223,118 223,118

令和2年度末
現　在　高繰入金 運用利子 積立金

令和2年度中増減額
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○負担金 千円

・京都府栄養士会負担金 千円

○会計年度任用職員任用経費（6人） 千円 ・京都府市区町村保健師協議会負担金 千円

・産休代替保健師等報酬、期末手当、交通費、保険料等 ・市町村栄養士研究会負担金 千円

・健康管理システム共同利用負担金 千円

○研修旅費（保健師協議会、家庭教育支援関係者研修会等） 千円 ・京都府国民健康保険団体連合会システム負担金 千円

○旧丹後保健センター維持管理経費 千円 ○返還金 千円

・光熱水費（電気代） 千円 ・令和元年度母子保健衛生費国庫補助金返還金 千円

・火災保険料 千円 ・令和元年度京都府後期高齢者医療制度特別対策補助金返還金 千円

・消防設備等保守点検委託料 千円

○骨髄ドナー助成金（1件） 千円

○その他 千円

　・消耗品費 千円

・印刷製本費（長寿食レシピ集増刷（500冊）） 千円

781

1,594

2,375

1,781

61

目
　
的

　各種保健事業を円滑に実施するために必要な会計年度任用職員、
研修旅費、各種負担金などを支出することにより、市民の健康の増
進を図る。

2

1,927

44

39

主
な
財
源

府補

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○保健業務を円滑に実施することができた。
○コロナ禍のため、オンラインで開催された研修会等に参加し、専門職で
ある保健師や栄養士に必要な知識を得ることができた。

70千円

諸収入 後期高齢者医療保健事業委託金 343千円

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

01 保健衛生総務一般経費

143

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

骨髄ﾄﾞﾅｰ助成事業補助金（1/2）

98.7 %

目 01 保健衛生総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

健康推進課
事 50 保健衛生総務一般経費 9,102千円

細
事

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

12,689千円 12,855千円 166千円

140

209

5

7,998

66

　会計年度任用職員（保健師等）の任用、各種研修・研修会等への参加及び旧
丹後保健センター（書庫・倉庫として使用）の維持管理を行った。

18

4

9

22
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＜食育推進事業＞京丹後市健康増進計画（食育推進計画） ＜健康づくり事業＞

○施策の方向Ⅰ「共食・朝ごはん・食事バランス」 ○健康づくり推進員事業（健康づくり推進員の育成・活動支援）

・子どもクッキング（小学校低学年：開催中止） ・健康運動指導士謝金（1回）　

調理用品（消耗品費） ・健康づくり推進員活動謝金（3千円×48人）

・こども園・保育所での食育指導【所管課：子ども未来課】 ・通信運搬費（血管年齢測定器運搬費・研修会等案内郵送代）

朝ごはんノート、ランチョンマットの作成　各440部　（印刷製本費） ・消耗品費

＊第6期健康づくり推進員人数（任期：令和4年3月31日まで）

○施策の方向Ⅱ「地産地消・食文化」

・食文化伝承推進事業（謝金）

2校4回開催、参加児童 93人  

・食育推進ネットワーク（関係13機関・団体、庁内7課） ○歩いてすすめる健康づくり（チャレンジウォーキングの開催）

通信運搬費 ・印刷製本費（チャレンジカード 500枚）

21千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○食育推進計画に基づき、家庭や学校、地域における食育の普及啓発や市
民の食育支援の取組を計画していたが、多くの事業を中止した。
○課題の一つである「家庭における食育」を推進するために、京丹後市食
育ネットワークを活用し、関係団体と連携して取り組む必要がある。
○健康づくり推進員の地区活動はコロナ禍の中、縮小傾向となったが、町
域ごとにウォーキングを実施した。
○市民の運動不足解消のため、5月からラジオ体操の放送を開始した。また
歩いて進める健康づくりに向けチャレンジウォーキングを継続実施する。

10千円

23千円

21千円

201千円

3千円

49千円 丹後町 弥栄町 久美浜町 合計

16人 5人 5人

峰山町 大宮町 網野町

7人 7人 8人48千円

1千円

48人

83千円

144千円

6千円

180千円89千円

〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

主
な
財
源

府補 37千円

府補 食料産業・6次産業化交付金（1/2以内） 66千円

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

細
事

01 健康づくり･食育推進事業

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

健康増進事業費等補助金（2/3）

77.7 %

目 02 保健対策費 (参考)当初予算額

目
　
的

　健康づくり推進員、食生活改善推進員の育成を行い、健康づくり
や食育の普及啓発にかかる地域活動等を支援することにより、市民
主体の健康づくり及び生涯を通じた食育を推進する。

138千円

健康づくり推進事業

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

339千円 436千円 97千円

914千円
課

不用額 執行率
部

健康推進課
事 02

- 59 -



： 府内に1年以上居住し、かつ本市に住所を有する夫婦 〈不育症に対する助成〉

： ① 一般不妊（医療保険適応の治療、人工授精）

② 不育症（ヘパリン注射、不育症の原因検査）

〈不妊治療費助成金交付実績〉

※ 不妊治療費助成金交付実績の内数

〈人工授精に対する助成〉

※ 不妊治療費助成金交付実績の内数

H29H27

1人

1件

9千円助成金額

1,663千円

731千円

34件

28人

H27

263千円

14件

11人

H28

345千円

14件

14人

H29

35件

580千円

40件 55件

H27

R元 R2

2人

件 数

175千円

12件

10人

H30

302千円

16件

13人

R元

496千円

25件

21人

R2

0千円

0件

0人

H28

0千円

0件

0人

R元

実 人 数

件 数

助成金額

63件

1,700千円

24件

701千円

34件

966千円

件　　数

主
な
財
源

府補

執行率
部

健康推進課
事 01 不妊･不育症治療費助成事業 970千円

14千円

2件

細
事

01 不妊･不育症治療費助成金

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

1,663千円 1,663千円 0千円

100.0 %

目 03 母子保健費 (参考)当初予算額
課

不用額

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

不妊治療給付事業助成費補助金（1/2）

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○不妊・不育症治療を受ける夫婦に対し、治療に係る費用負担を軽減する
ことができた。
○不妊治療費助成金は、平成27年度（49人・63件・1,700千円）をピー
クに申請件数等は減少傾向であったが、今年度は申請件数・金額ともに増
加した。
○今後も積極的に制度の広報を行い、周知を図る必要がある。

目
　
的

　少子化対策の一環として、不妊・不育症治療を受けている夫婦に
対して、治療費用の一部を助成することにより、安心して治療が受
けられる環境を整える。

831千円

実 人 数

対 象 者

治療対象

実 人 数 2人

H30

1人

助成金額

91千円

3件

6千円

1件

R2

28人 42人49人

H28

17人

H29 H30

930千円

29人 23人
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○乳幼児健康診査事業 ○離乳食教室　集団教室は中止、7月～個別計17回、延べ64人実施

　4か月、10か月、1歳8か月、2歳6か月、3歳の時期に、健康診査、歯科 ・消耗品費（実習材料費、ガイドブックほか）

健康診査及び保健指導を実施し、虐待予防を含めた乳幼児の健やかな成長・ ○備品購入費（洗濯機）

発達を促す支援を行った。 ○むし歯予防事業

① フッ化物洗口（こども園・保育所14施設：767人、全小学校：2,329人）

・消耗品費（専用ボトルなど）

・医薬材料費（フッ化物製剤、消毒液）

② 歯科教室（こども園・保育所の4、5歳児対象　幼児392人参加）

・歯科衛生士謝金（14回分）

・消耗品費（チラシ用紙ほか）

・臨時歯科衛生士報酬（会計年度任用職員）

・消耗品費

・案内郵送料

・計量器検定手数料等

・謝金　小児科医（85回）、歯科医（50回）

・費用弁償

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

ﾌｯ素による子どものむし歯予防事業費補助金（1/2）

43千円

86千円

2千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○コロナ禍の中、乳幼児健診の一時中止に伴う実施回数の減少及び三密を
避け少人数での個別対応としたため、対象月齢の超過が生じたが、府の指
導及び医師の協力のもと、適切な時期の実施になるよう努めた。
○離乳食教室は、集団指導から個別指導に変更して実施し、個別に丁寧な
助言を行うことで、不安の解消を図ることができた。
○むし歯保有率は年々改善しているものの、全国や府と比べ高い傾向にあ
るため、フッ化物洗口を継続し、むし歯予防の普及啓発に取り組む必要が
ある。

目
　
的

　子育て期間を通じて、乳幼児健康診査事業、むし歯予防事業、離
乳食教室を実施することにより、乳幼児の疾病や障害の早期発見・
早期治療・早期療育を促し、子どもの健やかな成長発達を支援する
とともに、保護者の育児不安の解消と虐待防止を図る。

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

課

不用額 執行率
部

586千円

府補 きょうと地域連携交付金（乳幼児健康診査事業） 2,978千円

健康推進課

健康長寿福祉部

事 02 母子健康支援事業 9,717千円

細
事

01 母子健康支援事業

項 01 保健衛生費

7,648千円 7,877千円 229千円

97.0 %

目 03 母子保健費 (参考)当初予算額

10か月児 302人 26回 299人 99.0％ 99.4％

主
な
財
源

府補

対象 対象者数 実施回数 受診者数 受診率 前年度受診率

 4か月児

17回 223人 99.6％ 97.1％

141千円

631千円

430千円

289人 19回 286人 99.0% 98.8％

150千円

24千円

6,023千円

14千円

192千円

7,301千円

※未受診者のうち、医療機関管理中の方以外は、保健師が個別にフォローしている。

7千円

97千円

2歳6か月児 116人 10回 113人 97.4％ 97.8％

3歳児 280人 23回 279人 99.6％ 98.9％

1歳8か月児 224人
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○妊婦健康診査事業 ○産婦健康診査事業

安心・安全に出産を迎えるため、妊婦健康診査費用を助成した。

※妊婦健康診査受診券綴交付者数：283人

・妊婦健康診査委託料 ※産婦健康診査受診件数：437件（実人数260人）

・妊婦健康診査助成金（里帰り受診）件数：24件 ・産婦健康診査委託料

・印刷製本費（受診券綴印刷代） ・産婦健康診査助成金（里帰り出産）件数：20件

・消耗品費（母子健康手帳購入ほか）

○妊婦歯科健康診査事業

※妊婦歯科健康診査受診者数：70人

・妊婦歯科健康診査委託料

・妊婦歯科健康診査助成金（市外受診等）件数：2件

　妊婦の口腔衛生の向上を図るために、1回の妊娠につき1回の歯科健康診査
受診費用の一部を助成した。

　産後うつの予防、新生児への虐待予防等を図るため、産婦が受診する健康診
査（産後2週間目、産後1か月目の2回分）の費用の一部を負担する。

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

26,090千円 26,418千円 328千円

部

健康推進課
事 02 母子健康支援事業 29,423千円

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

4千円

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進 府補 きょうと地域連携交付金（妊産婦健康診査事業） 10,900千円

予
算
科
目

母子保健衛生費国庫補助金（1/2）

98.7 %

目 03 母子保健費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率

細
事

02 妊産婦健康支援事業
多胎妊婦健康診査支援事業補助金（1/2）

目
　
的

　妊婦健康診査、妊婦歯科健康診査、産婦健康診査を実施すること
で、安心して妊娠・出産・子育てができる環境を整え、妊産婦の健
康づくりを支援する。

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

117千円

85千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

23,903千円 2,007千円

22,985千円

613千円 1,890千円

5千円

180千円

成
果
・
課
題

○妊婦健康診査及び妊婦歯科健康診査事業を実施することで、妊婦の健康
づくり及び安心・安全な出産に寄与することができた。
○多胎妊婦の妊婦健康診査について、受診券を追加交付する事業を令和2年
度に創設し、経済的負担の軽減を図ることができた。
○産婦健康診査事業の実施により、産後の健康管理及び早期支援の充実を
図ることができた。
○妊婦歯科健康診査の重要性について、母子健康手帳交付時など様々な機
会を捉えて啓発に努めていく。

175千円

220千円

主
な
財
源

国補 1,003千円

府補
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○主な取組 ○事業費 742千円

① 妊娠期からのワンストップの相談窓口対応 ・会計年度任用職員報酬 　96千円

相談件数：延べ 862人 ・旅費 　  6千円

② 助産師等による専門的な相談や教室の実施（産前産後サポート事業） ・助産師謝金  227千円

【教室等の実績】 ・消耗品費 　73千円

・印刷製本費 　37千円

マタニティクラス ・備品購入費 　83千円

両親学級 ・産後ケア委託料  220千円

1回目

2回目

パパ＆ベビーサロン

なかよし広場

子育て支援センター

子育て支援ネツトワーク会議

③ 産後ケア事業の実施

宿泊型：2人

④ 子育て支援おむつ用ごみ袋配付事業の実施

対象者：314人／配付枚数：60,700枚

目
　
的

　妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、必要な支援
や関係機関との連携調整により、妊娠期から子育て期にわたり切れ
目のない支援を行う。また、子育て情報の発信により、子育てしや
すい環境の整備を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○産前産後サポート事業はコロナ禍での実施であったが、随時の日程変更
や感染防止対策を取りながら実施し、妊産婦の不安の軽減につながった。
○日程変更や中止により参加できなかった方もあり、十分なフォローがで
きない方へは電話等による支援となった。
○産後ケア事業は必要な方にタイムリーに利用してもらうことができ、心
身の休養により、産後うつ予防や虐待防止にもつながった。
○おむつ用ごみ袋を配布し、子育て世代の経済的負担軽減を図った。

内容 実施回数 参加人数（延べ）

10回 41人  

12回

1回 14人  

122人（61組）

赤ちゃんサロン
9回 123人  

263千円

府補 地域少子化対策重点推進交付金（1/2）　 64千円

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

事 02 母子健康支援事業 836千円

細
事

03 子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰ事業

主
な
財
源

国補

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

742千円 836千円 94千円
予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

母子保健衛生費国庫補助金（1/2）

88.7 %

目 03 母子保健費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

健康推進課

9回 123人  

3回 13人（12組）

個別相談
中止 0人  

20回 137人  
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■事業費

○報償費（コーディネーター） 40千円

○開催日：令和2年8月25日～令和3年2月22日（9回実施）

○時　間：10時30分～11時30分（1時間）

○テーマ：「こどもとワタシが心地よく暮らせるまちづくり」

【実績】

コロナ禍の子育て

お子さんとのお出かけ

少子化って言われているけど…

気になる子どもの教育

子どもと地域のつながり

笑顔になる時は？

私が子どものころ

子どもの自立・将来の選択肢

17人

17人

11人

19人

15人

14人

14人

5人

14人

126人

(17人)

(13人)

(0人)

(7人)

(8人)

(5人)

(2人)

(1人)

(6人)

○Web懇談会の中で出た意見がきっかけで、子育て支援施策の創設や拡充
につながった。
○参加者からは、「行政を身近に感じた」「懇談会をきっかけに横のつな
がりができた」という声が聞かれた。
○参加者が固定化しやすく、声を出しにくい方や参加したことがない方に
ついて、どのように発言・参加を促すかが課題である。(59人)

参加者数　(初参加者)

第2回 9月17日

成
果
・
課
題

主
な
財
源

　自宅に居ながら参加できるようオンライン会議用ツール「zoom」を活用し、
月に2回程度、市長や関係部局職員も含めた交流会を実施した。

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

細
事

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

日程 サブテーマ

第1回 8月25日

第5回 10月28日

第6回 11月17日

第3回 9月29日 子育て中、こんな情報が知りたい！

第4回 10月14日

第7回 12月15日

第8回 1月12日

第9回 2月22日

合計

目
　
的

　子育て世代の方が自宅等から気軽に参加することができるオンラ
イン会議用ツールを活用し、懇談を通して今後の子育て支援の施策
につなげる。また、コロナ禍で外出機会が減少している中、子育て
世代同士の交流の機会を増やすことで、子育て支援の一助とする。

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

60.6 %

目 03 母子保健費 (参考)当初予算額
課

不用額

事 02

総合計画
基本計画

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

40千円 66千円 26千円

母子健康支援事業 0千円

04 はは笑みﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業

執行率
部

健康推進課

25 子育て支援の総合的な推進
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〈要支援判定児（75人）の事後支援結果〉※重複あり

発達支援相談員による子育て相談

発達相談・クリニック

保健師面接・電話相談

実施施設：14施設 療育教室での対応

実施園児数：389人 ほめ方教室での対応

医療機関における医学的対応

（1）一次スクリーニング

問診票から抽出された幼児を対象にスクリーニング（18回） ○発達障害児等早期発見・早期療育支援相談員報酬

（2）事後支援 ○旅費（発達支援相談員費用弁償）

① 園巡回支援（延べ27回） ○需用費（問診票・パンフレット用色上質紙ほか）

② 発達支援相談員による子育て相談（延べ28人）

〈判定結果〉

1人

3人

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○支援の必要な幼児について、保護者、保育者、専門機関と連携し、早期
支援を行い、専門相談等につなぐことができた。
○切れ目のない支援が就学後も継続していけるように、今後も関係者、関
係機関が連携を図り、こども園、保育所におけるより良い支援の在り方、
支援体制の構築に努めていく必要がある。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、説明会に替え、こども園、保育
所に通う4歳児の保護者を対象に、事業内容及び幼児期後半の子どもの発達と対
応についての文書を配布した。
　問診票に基づく一次スクリーニングと園巡回による行動観察の結果、要支援
判定児については、個々に応じた事後支援を行った。

園支援 130人 33％

要支援 75人 19％

管理中 30人 8％

299千円

14千円

13千円

問題なし 154人 40％

25人

23人

64人

2人

目
　
的

　発達障害等により集団生活に困り感のある幼児の早期発見・早期
療育の観点から、子どもと保護者が安心して就学を迎えられるよう
関係機関と連携し、支援体制を構築する。

45千円

府補 障害者地域生活支援事業費補助金（1/4） 11千円

総合計画
基本計画

25 子育て支援の総合的な推進 府補 発達障害児等早期発見・早期療育支援事業費補助金（1/2） 68千円

〔 25 子育て支援の総合的な推進 〕

事 03 発達障害児等早期発見･早期療育支援事業 525千円

細
事

01 発達障害児等早期発見･早期療育支援事業

主
な
財
源

国補

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

326千円 384千円 58千円
予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

障害者地域生活支援事業費補助金（1/2）

84.8 %

目 03 母子保健費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

健康推進課
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健康相談・保健及び栄養指導を実施し、市民の健康増進や疾病予防を推進した。 ○生活習慣病対策事業（慢性腎臓病予防教室） 19千円

・消耗品費（パンフレット等） 7千円

○検診結果報告会 ・通信運搬費 12千円

実施期間：令和2年7月27日～令和3年1月29日（60日間）

公民館等31会場で、843人に個別指導を実施した。 ○骨密度測定器に係る経費（32人） 13千円

・消耗品費（用紙、パンフレット等） ・消耗品費 13千円

・印刷製本費（各種封筒等）

・通信運搬費（結果郵送代）

・会場使用料（会場、冷房代）

○生活習慣病重症化予防対策事業（延べ 163人）

・消耗品費（パンフレット）

・印刷製本費（リーフレット、連絡票）

・通信運搬費

822千円

123千円

130千円

○結果報告会で検診結果に基づいた個別指導を行い、生活習慣病予防につ
いて意識付けすることができた。また、生活習慣病重症化予防として、受
診勧奨を行い、受療行動につなげることができた。がん検診等で精密検査
が必要な方に受診勧奨を行った。
○コロナ禍のため、結果報告会を実施できない期間があり、電話や文書に
よる保健指導及び受診勧奨を行った。
○個別指導が必要となる方で結果報告会に来られない方へは、受診につな
がるアプローチに努める必要がある。

3千円

20千円

4千円

12千円

※その他に健康相談・栄養相談で延べ48人の相談を受け、生活習慣病予防・
心の健康・介護予防などの集団健康教育による普及啓発として出前講座を27
回（延べ429人受講）行った。

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

87.8 %

目 04 健康増進費 (参考)当初予算額
課

細
事

01 健康相談･指導事業

主
な
財
源

府補

4千円

目
　
的

　生活習慣病をはじめとした疾病予防、介護予防などを目的に、健
康に関する知識の普及啓発及び健康相談・健康教育を行い、早世予
防、健康寿命の延伸、健康の保持増進を図る。

566千円

138千円

〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

健康増進事業費等補助金（2/3）　　

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

874千円 995千円 121千円

最終予算額 不用額 執行率
部

健康推進課
事 01 健康相談･指導事業 995千円
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○事業費 千円

・消耗品費（資料用紙代、パンフレットなど） 千円

【実施期間】 令和2年6月8日～12月2日　合計17会場 41日間 ・燃料費（送迎車ガソリン代） 千円

【検診項目及び受診者数】 ・印刷製本費（申込書、案内封筒、検診案内チラシ） 千円

・通信運搬費（申込書、受診票、精検未受診者勧奨通知） 千円

・検診委託料 千円

・検診会場使用料 千円

・備品購入費（看板代） 千円

※40～74歳の国保加入者の受診者数は3,607人（国保特別会計に計上）

4,113人

2,229人

2,406人

965人

330人

20歳以上2年に1回

45

6

265

2,705人

3,326人

　健康診査と各種がん検診を同時に受けることのできる総合検診として、地域
の体育館等で実施した。

検査内容 対象者 受診率 R元受診者

20～40歳未満・
75歳以上
生活保護世帯・保険
資格異動者

健康診査

1,301

97,793

2

13

99,425

結核検診 65歳以上 29.5% 4,749人

胃がん検診 15.5%

肝炎ウイルス検査 40歳以上1回のみ 2.0% 438人

乳がん検診 40歳以上2年に1回 46.1% 2,755人

前立腺がん検診 55歳以上2年に1回 10.1% 2,051人

子宮頸がん検診

大腸がん検診

40歳以上

36.6% 7,391人

肺がん検診 36.1% 7,380人

40歳以上

　がんや疾病を早期発見するとともに、健康管理意識を高め生活習
慣の改善につなげることで、健康寿命の延伸、健康の保持増進を図
る。

受診者数

2,334人

2,704人

6,394人

6,303人

40.5% 2,660人

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○コロナ禍のため、日程や広い会場への変更とともに、会場での受診者数
を時間を区切り制限したこともあり、受診者が8割程度に減少した。
○要精密検査者には、個別面接や電話での受診確認を丁寧に行い、例年よ
り高い受診率となった。
○今後も効果的な受診勧奨を検討し、総合検診受診者数及びがん検診受診
率の増加を目指すとともに、がん検診等精検未受診者への個別受診勧奨を
継続し、疾病の早期発見、早期治療を目指す。

7千円

府補 健康増進事業費等補助金（2/3） 1,914千円

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 繰入金 再編交付金事業基金繰入金 20,000千円

6,076千円〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕 諸収入 後期高齢者医療保健事業補助金

目
　
的

40歳以上

事 02 総合検診事業 117,098千円

細
事

01 総合検診事業

主
な
財
源

国補

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

99,425千円 99,484千円 59千円
予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

感染症予防事業費等補助金（1/2）

99.9 %

目 04 健康増進費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

健康推進課
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○事務経費（需用費、役務費等） ■高齢者インフルエンザ予防接種事業

○個別予防接種委託料 自己負担 1,500円、生活保護世帯は自己負担なし　

○予防接種助成金等給付費 対象者：65歳以上、60～64歳の障害者　

■子どもの予防接種（対象数、接種数は延べ。ロタのみ実人数）（単位：人、％）

■高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種事業

自己負担 2,000円、生活保護世帯・後期高齢者被保険者は自己負担なし　

定期：65歳以上5歳刻み年齢、100歳以上、60～64歳の障害者

■風しん追加的対策（実施期間：令和元年度～令和3年度）

■妊娠を希望する女性のための風しん予防接種助成金事業（費用の2/3を補助）

接種数：50人、助成金額：166千円　

健康長寿福祉部

70.1 小児用肺炎球菌 1,432 1,218

項 01 保健衛生費

141,362千円 141,616千円 254千円

134,558千円

1,490千円

府補
予防接種事業

主
な
財
源

国補

〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕 諸収入

4,000千円

2,000千円京都府後期高齢者医療制度特別対策補助金

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

感染症予防事業費等補助金（1/2）

99.8 %

目 05 予防費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

健康推進課

風しん予防接種助成事業補助金（1/2） 78千円

事 01 予防接種事業

細
事

01

目
　
的

　伝染のおそれがある疾病の発生及び感染予防、発病予防、症状の
軽減、病気のまん延防止を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

1,218千円

139,302千円

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 繰入金 再編交付金事業基金繰入金

19,575人 68.8%

842千円

対象数 接種数 接種率

BCG 316 293 92.7 DPT-IPV 1,568 1,241

13,473人

79.1

85.1

任意 1.5%3,204 106 3.3

937 657水痘

対象数 接種数 接種率 対象数

定期 29.6%44.8 対象数ヒブ 1,435 1,231 85.8 ジフテリア破傷風 857 384

1,140 869

接種数 接種率

ロタ 155 104 67.1 子宮頸がん

風しん抗体検査 4,171人

75歳未満 3,824人 485人

接種数 接種率
接種率

12.7%

日本脳炎 5,575 1,787 32.1 第2期 396

292人 6.0%第1期 403 330 81.9 75歳以上 4,868人Ｂ型肝炎

497人 11.9%

76.2 麻しん
風しん

成
果
・
課
題

○予防接種法に基づく予防接種であり、接種勧奨を繰り返すことで適正な
時期の接種につなげることができた。
○保護者及び本人、医療機関への情報提供、並びに市と医療機関の連携に
よる接種体制の充実に努める必要がある。

385 97.2 生活保護世帯 173人 7人 4.0%

53.3%

※子宮頸がん予防接種は積極的勧奨を差し控えから、令和2年10月に情報提供開始

風しん第5期予防接種 232人 189人 81.5%

対象数 接種数 検査率 要接種率
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【所管：生活経済緊急支援室】 千円

○広報・周知事業 千円

・印刷製本費（チラシ印刷：7回（171,000部）） 千円

【所管：健康推進課】 千円 ・手数料（新聞折込：6回分） 千円

○感染症対策事業 千円 千円

・消耗品費 千円 ○感染症対策事業 千円

サージカルマスク、手指消毒液、ハンドソープ、ペーパータオル、 ・通信運搬費（市民生活相談窓口フリーダイヤル電話代） 千円

パーテーション等 ・委託料（幼児・児童・生徒用布製マスク製作業務） 千円

・備品購入費 8,000枚（大：1,500枚、中：3,000枚、小：3,000枚、ミニ：500枚）

サーマルカメラ（1台） 千円 ○その他 千円

扇風機（24台） 千円 ・旅費 千円

・看板作成、会場借上料など 千円

○次亜塩素酸水生成事業 千円

・燃料費（配送用公用車ガソリン代） 千円

・修繕料（配送用公用車オイル交換等） 千円

・委託料（生成及び配送業務） 千円

・備品購入費その他（次亜塩素酸水生成器） 千円

健康長寿福祉部
項 01 保健衛生費

61,026千円 61,113千円 87千円
予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

99.8 %

目 05 予防費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

健康推進課
事 02 感染症予防対策事業 0千円

細
事

01 感染症予防対策事業

主
な
財
源

国補

〕

48,200千円

国補 小学校学校保健特別対策事業費補助金（1/2） 411千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

2,696

52,883 1,287

国補 保育対策総合支援事業費補助金（10/10） 2,167千円

目
　
的

　新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、各公共施設等の施設利
用者及び職員の安全を確保するため、感染予防に係る環境整備を図
る。

府補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症緊急包括支援補助金（10/10） 16千円

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 国補 中学校学校保健特別対策事業費補助金（1/2） 229千円

〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

949

46055,115

5,911
　施設の玄関（出入口）や受付窓口等に手指消毒液やパーテーションを設置す
るなど、感染症対策を実施した。また、公共施設等の消毒用次亜塩素酸水を生
成し、配送した。

869

51,656

84

3,164

51

・委託料（新型コロナウイルス感染症対策サイト構築業務）

3,080

5

1,084

358 5

2,232

成
果
・
課
題

○公共施設ごとに必要な感染症対策物品を購入し対策を徹底することで、
利用者及び職員の安全・安心を確保することができた。
○次亜塩素酸水生成器を購入し、毎週、施設ごとに配送することで、経費
の節減の上で感染防止対策を講じることができた。
○マスク購入が困難な状況の中、布製マスクを製作・配布することで子ど
もたちの安全・安心を図ることができた。
○市民へのサポート体制（相談窓口等）の整備に加え、市ホームページ専
用サイトの立ち上げ、チラシ等で情報を周知することができた。

46

1,042

101
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○不織布マスク配付事業（1世帯あたり1箱：50枚入り） 28,792千円 ○不織布マスク購入支援事業（1世帯あたり1箱：50枚入り） 12,127千円

【65歳以上のみの高齢者世帯】（7,680世帯） 【全世帯】（22,890世帯）

・マスク配付業務委託料（マスク購入費、事務費等） 23,186千円 ・マスク購入事業支援補助金（京丹後市商工会） 10,752千円

委託先　：京丹後市社会福祉協議会 ・マスク購入券郵送事務費 1,375千円

配付方法：社会福祉協議会から対象世帯へ送付 購入方法：協力店（商工会加盟40店）に購入券を持参し、1,500円で購入

利用期間：6月2日～7月31日

・マスク購入費 4,813千円

・マスク送付料 793千円

配付方法：市から対象世帯へ送付

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

不用額 執行率
部 健康長寿福祉部

3千円

99.9 %項 01 保健衛生費

40,919千円 40,922千円目 05 予防費

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額

(参考)当初予算額
健康推進課

事 02 感染症予防対策事業 0千円
課

38,500千円

総合計画
基本計画

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

細
事

02 ﾏｽｸ配付事業

主
な
財
源

国補

予
算
科
目

目
　
的

　新型コロナウイルス感染症対策として、全世帯を対象にマスク購
入券を配付するとともに、高齢者世帯、市民税非課税世帯及びひと
り親世帯に対してマスクを無料配付することにより、マスク不足に
よる市民の不安の軽減及び家計支援を図る。

〔 08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○マスク配付事業は、高齢者世帯、非課税世帯、ひとり親世帯のうち
9,297世帯（99.2％）に配付することができた。
○マスク購入支援事業は、11,354世帯（49.6％）が購入した。
○事業全体で20,651箱のマスクを市民に届けることができ、感染予防に寄
与することができた。

【市民税非課税世帯、ひとり親世帯（児童扶養手当受給世帯）】（1,696世帯）
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［所管：新型コロナウイルス対策室］ 千円 ［所管：健康推進課］ 千円

○会計年度任用職員任用経費（報酬、共済費）2人 千円 ○委託料

○需用費 ・健康管理システム法制度改正対応機能使用契約委託料 千円

・消耗品費（ワクチン接種用資材） 千円 （新型コロナウイルスワクチン接種に係るシステム改修）

・印刷製本費（ワクチン接種案内チラシ　3月21日折込） 千円

○役務費

・通信運搬費 千円

・手数料（新聞折込、コールセンター設置　3月19日設置） 千円

○委託料 ■令和3年度への繰越事業

・新型コロナウイルスワクチン接種準備事業 千円 健康管理システム改修事業　令和3年9月完了予定

（65歳以上向け接種券、予診票、アンケート等印刷） ※接種券発行に関係する改修は令和3年4月に完了

○使用料及び賃借料（ワクチン接種予約システム利用料） 千円

○備品購入費

・薬用保冷庫（1台） 千円

・冷凍庫購入（1台） 千円

299

32

1,000千円

項 01 保健衛生費
健康長寿福祉部

1,231千円

87.3 %

0千円

(参考)当初予算額8,526千円 9,757千円

事 03 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種事業

本年度決算額 最終予算額款 04 衛生費

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

予
算
科
目

目 05 予防費

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制確保事業費補助金（10/10）

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策室課

不用額 執行率
部

○国、京都府と連携を図りながら、ワクチン接種への準備を整えることが
できた。
○市民の相談窓口として、専用のコールセンターを設置した。
○ワクチン予防接種に係る問い合わせに対して円滑に対応するため、体制
を整備することができた。

国補 8,526千円

目
　
的

　新型コロナウイルス感染症にかかるワクチン接種について、ワク
チンが実用化された際に早期に接種を開始できるよう事前に準備を
行う。

総合計画
基本計画

主
な
財
源

細
事

01

生涯にわたる体とこころの健康づくり08

08〔 生涯にわたる体とこころの健康づくり 〕

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種事業

2,536

90

2,488

167

2,289

238

200

187

200

8,326

参考
繰越明許費を除いた最終予算額 8,757千円

実質的な予算執行率 97.4 %
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○シルバー人材センター運営費補助金

【事業概要】労働者派遣事業、福祉・家事援助サービス事業等

○京都府シルバー人材センタ－協会賛助会員会費

19,050千円

(参考)当初予算額

款 05 労働費

項 01 労働諸費

本年度決算額 最終予算額

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

予
算
科
目

目 01 労働諸費
長寿福祉課課

不用額 執行率
部

○補助金の交付により、高齢者の就業機会の確保、生きがいづくりや社会
参加の機会確保に繋ぐことができた。
○高齢者の健康維持や福祉の増進だけでなく、生活支援の担い手として活
躍していただけるよう、市とシルバー人材センターで引き続き情報共有や
連携を進めていく必要がある。
○百才活力社会の推進に向けて、取組内容や今後の方針等について確認す
ることができた。

19,050千円 19,050千円

事 01 ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営助成事業

健康長寿福祉部

0千円

100.0 %

主
な
財
源

目
　
的

　シルバー人材センターを支援することにより、高齢者の就業機会
の確保をはじめ、就業及びボランティア活動等による高齢者の社会
参加を図り、地域の活性化と福祉の向上を目指す。

総合計画
基本計画

　シルバー人材センターへ運営費を支援することにより、定年退職者等の地域
に密着した就業機会の確保、また高齢者の生きがいの充実や社会参加の機会確
保を図る。

19,000千円

令和2年度末 令和元年度末

細
事

01

暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり20

20〔 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 〕

ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営助成事業

50千円

受注件数 4,844件 4,923件

契約金額 306,246千円 320,861千円

正会員数 716人 728人

就業延べ人員 69,636人 74,366人
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○消費生活相談事業 ○消費生活学習グループ活動費補助金

【会員数（令和3年3月31日現在）】

【相談受付件数】 【活動内容】

【出前講座実績】 19回（参加264人） ・各支部啓発活動（16回）

【児童への消費者教育】 10回（参加147人） ・ケーブルテレビを活用した啓発活動（寸劇実施回数 2回）

・報償費（出演謝金：ケーブルテレビ用寸劇） ・消費生活学習会、視察研修等の実施　※各支部ごとに実施

・研修旅費等

・啓発グッズ・チラシ作成費、参考図書・事務用品等購入費

・電話通信料、テレビ受信料

・公用車維持管理費（1台）

・消費生活相談員（会計年度任用職員）の任用

報酬（消費生活相談員2人）

期末手当（消費生活相談員2人）

社会保険料、雇用保険料

費用弁償（通勤費）

○専門相談員が、市民からの消費生活相談に迅速かつ適切に対応すること
により、消費者被害の防止と早期解決に寄与できた。
○情報提供や啓発物品の配布、消費生活学習グループの活動等を通して、
消費者被害を未然に防ぐとともに、市民の消費トラブルに対する知識と意
識を高めることができた。
○成人年齢引き下げに伴い教育部局や学校と連携して、子どもや若者への
消費者教育を進めていく必要がある。

成
果
・
課
題

107千円

55千円

18千円

5,287千円

　消費生活専門相談員を配置し、市民からの相談に対応するとともに、消費生
活に関する情報の収集・提供を行った。

288件（販売購入：220件、その他：68件）

5,013千円

3,586千円

497千円

54千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

目
　
的

　消費生活センターで、相談対応及び情報提供等を行うとともに消
費生活学習グループの活動に対する支援を行うことにより、市民の
消費生活の安定、向上を図る。

〔 11 防犯・交通安全対策の推進 〕

260千円

99人

峰山 20人 大宮 21人 網野 6人 丹後 18人 弥栄  17 人 久美浜 17人

694千円

236千円

40千円

2,888千円

総合計画
基本計画

11 防犯・交通安全対策の推進

事 02 消費生活推進事業 5,714千円

細
事

01 消費生活推進事業

主
な
財
源

府補

健康長寿福祉部
項 01 商工費

5,547千円 5,786千円 239千円
予
算
科
目

款 07 商工費 本年度決算額 最終予算額

消費者行政活性化事業費補助金（人件費定額、1/2）

95.8 %

目 01 商工総務費 (参考)当初予算額
課

不用額 執行率
部

生活福祉課
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＜事業費＞

【健康推進課】 【健康推進課】 千円

○重症化予防対策（糖尿病性腎症・高血圧症） ・報酬（会計年度任用職員（保健師・管理栄養士）） 千円

・旅費（会計年度任用職員の費用弁償） 千円

・消耗品費（指導パンフレット、個別カルテ等） 千円

・燃料費（公用車ガソリン代） 千円

○栄養改善推進事業（低栄養） ・印刷製本費（封筒印刷代） 千円

・通信運搬費（郵送・返信代） 千円

【保険事業課】 千円

・手数料（国保データベースデータ管理手数料） 千円

○健康状態不明対策 千円

＜集団支援（ポピュレーションアプローチ）＞【健康推進課】

　　高齢者の集いの場で、フレイルチェックシート（市独自作成）を活用した

回数：31回 対象者数：586人 ハイリスク者相談支援数：11人

重症化予防 122人 100% 284件

　高齢者の集いの場で、フレイルチェックシート（市独自作成）を活用したフ
レイル予防の健康教育とハイリスク者の相談・支援を実施

537

368

＜個別支援（ハイリスクアプローチ）＞

　　　　　 対象者 支援率 延べ支援件数 12

・負担金（国保データベースに係る運用サポート費用）

〔 09 地域包括医療・ケア体制の充実 〕

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○高血圧・高血糖について、国保から後期高齢者医療制度に移行しても切
れ目のない支援を行うことができた。
○訪問等による個別支援を行うことで対象者の6～8割が受診につながり、
9割が生活改善に取り組めた。
○健康状態不明者へのアプローチに取り組み、健康状態を把握し必要な支
援につなげることができた。

1,005

905

117

96

15

低栄養　　 39人 100% 98件

　　　　　 対象者 支援率 延べ支援件数

後期高齢者医療保健事業委託金細
事

02 高齢者ﾌﾚｲﾙ予防事業【再掲】

主
な
財
源

諸収入

総合計画
基本計画

09 地域包括医療・ケア体制の充実

予
算
科
目

目
　
的

　後期高齢者に対する保健事業と介護予防を一体的に実施すること
により、高齢者の特性を踏まえた保健指導や支援を行い、健康の保
持増進、健康寿命の延伸を図る。

部 市民環境部
項 01 保健衛生費

1,910千円 2,003千円 93千円

最終予算額

95.3 %

目 04 健康増進費 (参考)当初予算額

款 04 衛生費 本年度決算額 不用額 執行率

保険事業課
事 01 健康相談･指導事業 2,835千円

課

737

28

1,520千円

　健康診査未受診・医療レセプトなし・介護認定なしの人の健康状態の把握・
支援を実施　　　対象者数：54人
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